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１ はじめに                                          

 

(１)計画策定の趣旨 

国においては、平成２３年 3 月に発生した東日本大震災をはじめとする過去の大災害の甚大な被

害や教訓を踏まえ、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱

化基本法（平成２５年法律第９５号。以下「基本法」という。）」を制定するとともに、「国土強靱化

基本計画（以下「国基本計画」という。）」を策定し、人命を守り、経済社会への被害が致命的にな

らず迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備えた国土及び経済社会システムの構築を推進するこ

ととしました。 

また、群馬県においても、国基本計画との調和を保ちながら、県の国土強靱化を推進するための

指針として、平成２９年に「群馬県国土強靱化地域計画（以下「県地域計画」という。）」を策定し、

強靱化に関する施策を総合的・計画的に推進することとしています。 

このような状況において、本市内においても、令和元年度に発生した６月２２日豪雨や台風第１

９号では、河川の増水や中小河川の溢水、土砂災害等が生じるなど、災害に強いまちづくりを推進

するための計画の必要性が改めて確認されました。 

このようなことから、市政全般の各分野にわたる対策をハードとソフトの両面から位置づけ、総

合的かつ計画的に強靱な地域づくりを進める「前橋市国土強靱化地域計画（以下「本計画」という。）」

を策定することとしました。 

 

(２)計画の位置付け 

本計画は、基本法第１３条の規定に基づき、本市における強靱化に関する施策を推進するため

の指針となる計画として策定します。 

 

(３)計画期間 

計画は、令和２年度を始期とし、国基本計画や県地域計画の見直し、社会経済情勢の変化、強

靱化に関する施策の進捗状況等を踏まえながら、毎年度の進行管理とともに必要に応じて所要の

変更を加えるものとします。 

 

(４)他の計画との関係 

①国基本計画及び県地域計画 

 本計画は、国基本計画及び県地域計画が示す「基本目標」や「事前に備えるべき目標」などと

の調和を図りながら、国及び県との役割分担を考慮しつつ策定します。 

 

②前橋市総合計画 

 総合計画は、各分野別計画の指針であるのに対し、本計画は、各分野別計画の強靱化に関する

部分の指針とし、総合計画を補完する並列の計画として位置付けることとします。 
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③前橋市地域防災計画 

 地域防災計画は、地震や風水害などの大規模災害を個別の災害ごとに計画を策定していますが、

本計画は様々な災害やあらゆるリスクを見据えた計画として策定します。 

 また、地域防災計画は、災害の発生前・発生時・発生後のそれぞれにおいて対応すべき取組を

対象とし、特に発災時及び発災後の対応を重点的に整理した計画であるのに対し、本計画は発災

前の対策を重点的に整理して平常時に実施すべき取組を整理した計画です。 

本計画を大規模災害による最悪の事態が発生しても、被害を最小限に抑え、迅速に復旧・復興

ができる強靱な行政機能や地域社会、地域経済を事前につくりあげていこうとする強靱化推進の

指針として、また、地域防災計画における災害予防の指針として策定します。 

 

【本計画と地域防災計画の特徴】 

区分 国土強靱化地域計画 地域防災計画 

対象・検討アプローチ 大規模自然災害全般 大規模災害（種類ごと） 

対象フェーズ 発災前 発災前・発災時・発災後 

施策の重点化 有 無 

計画の進行管理 有 無 
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２ 強靱化の基本的な考え方 

 

本市の強靱化を推進するに当たり、基本法、国基本計画及び県地域計画を踏まえ、「基本目標」及

び基本目標を達成するための「事前に備えるべき目標」をそれぞれ設定します。 

 

(１)基本目標 

本計画の基本目標は、以下の４つとします。 

① 人命の保護が最大限図られること 

② 市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持されること 

③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

④ 迅速な復旧・復興 

 

(２)事前に備えるべき目標 

基本目標を達成するために必要な事前に備えるべき目標は、以下の６つとします。 

① あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

② 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保することにより、関連死を最大限防ぐ 

③ 必要不可欠な行政機能は確保する 

④ 経済活動を機能不全に陥らせない 

⑤ 関係機関と協力し、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク、情報通信等を確保するともに、これらの復旧を図る 

⑥ 地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する  
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(３)基本方針 

本計画は、国基本計画及び県地域計画を踏まえ、以下の方針に沿って強靱化を推進します。 

①基本姿勢 

・ 人口減少や少子高齢化など、社会構造の変化や経済情勢の変化を踏まえて施策を推進しま

す。 

・ 長期的な視野を持ち、計画的に施策を推進します。 

・ 本市の経済社会システムが持っている潜在力、抵抗力、回復力、適応力の強化を目指して施

策を推進します。 

②適切な施策の組み合わせ 

・ ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせ、効果的に施策を推進します。 

・ 「自助」、「共助」及び「公助」の３つが一体となった防災・減災対策を進めるため、関係機

関や市民、民間事業者等と適切な連携をとりながら、それぞれの役割分担に配慮して施策を

推進します。 

・ 大規模災害発生時に防災・減災の効果を発揮することだけでなく、平時にも有効に活用され

る対策となるよう施策を工夫して推進します。    

③効率的な施策の推進 

・ 財政資金の効率的な使用による施策の持続的な実施に配慮し、選択と集中による施策の重

点化を図ります。 

・ 既存の社会資本を有効活用し、費用を縮減しながら効率的に施策を推進します。 

・ 施設等の効率的かつ効果的な維持管理に努めます。 

・ 限られた資金を最大限に活用するため、国及び県の施策や民間事業者等との連携や協働を

視野に入れて施策を推進します。 

④地域の特性に応じた施策の推進 

・ 人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに、各地域において強靱化を推進する

担い手が活動できる環境整備に努めます。 

・ 女性、高齢者、子ども、障害者、外国人等に配慮しながら施策を推進します。 
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３ 脆弱性評価及び施策の推進方針                              

 

(１)脆弱性評価の考え方 

国基本計画及び県地域計画では、基本法第１７条第 1 項の規定に基づき、国土強靱化の推進を図

る上で必要な事項を明らかにするため、脆弱性評価の指針を定め、これに従って脆弱性評価を行い、

評価の結果を踏まえて国土強靱化に必要な施策の推進方針が定められています。 

本計画においても、本市の強靱化に関する施策推進に必要となる事項を明らかにするため、国及

び県の評価手法等を参考に、次の手順によって脆弱性評価を行いました。 

【手順】 

手順１ 「対象とする自然災害」の設定 

手順２ 「事前に備えるべき目標」の達成の妨げとなる「起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ）」の設定 

手順３ 施策分野の設定 

手順４ 「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を回避するための現状分

析・評価 

 

(２)対象とする自然災害 

国基本計画及び県地域計画では、対象とする自然災害を「大規模自然災害全般」を想定していま

す。そのため、本市においても、本市地域防災計画で想定する主な災害を中心に、「大規模自然災害

全般」を対象に設定することとしました。 

※参考：本市で想定する主な大規模自然災害（地域防災計画） 

地震災害 関東平野北西縁断層帯主部を原因とする大地震（Ｍ8.1、市内最大

震度６弱）を想定。 

風水害・雪

害 

水害 記録的な大雨等による大規模水害を想定。 

土砂災害 記録的な大雨等による大規模土砂災害を想定。 

暴風災害 台風や竜巻、突風など大規模暴風災害を想定。 

雪害 記録的な大雪等による大規模大雪災害を想定。 

その他災害 航空機災害、大規模火災、危険物等災害、林野火災、鉄道・道路災

害、原子力災害、火山災害 など 
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(３)事前に備えるべき目標と起きてはならない最悪の事態 

脆弱性評価は、基本法第１７条第３項の規定に基づき、起きてはならない最悪の事態を想定した

上で総合的かつ客観的に行うものとされています。そのため、国基本計画及び県地域計画との調和

に配慮しつつ、本市の状況を考慮し、「事前に備えるべき目標」の達成の妨げとなる「起きてはなら

ない最悪の事態（リスクシナリオ）」を次のとおり設定しました。 

 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

1 
あらゆる自然災害に対

し、直接死を最大限防ぐ 

1  大規模地震に伴う、住宅・建物・施設等の大規模倒壊や

火災による多数の死傷者の発生 

2  
突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数

の死傷者の発生 

3  大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

4  暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

5  
ため池等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による

二次災害の発生 

2 

救助・救急、医療活動が

迅速に行われるととも

に、被災者等の健康・避

難生活環境を確実に確保

することにより、関連死

を最大限防ぐ 

1  
被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の停

止 

2  消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

3  

医療施設、福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支

援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療・福

祉機能の麻痺 

4  被災地における感染症等の同時発生 

5  
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被

災者の健康状態の悪化・死者の発生 

3 
必要不可欠な行政機能は

確保する 
1  

市職員及び庁舎施設等の被災による行政機能の大幅な低

下 

4 
経済活動を機能不全に陥

らせない 

1  
サプライチェーンの寸断やエネルギー供給の停止等によ

る企業活動等の停滞 

2  食料等の安定供給の停滞 

３ 
農地・森林等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低

下 

5 
関係機関と協力し、生

活・経済活動に必要最低

1  
電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の長期間にわ

たる機能の停止 

2  上水道等の長期間にわたる供給停止 
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限の電気、ガス、上下水

道、燃料、交通ネットワ

ーク、情報通信等を確保

するともに、これらの復

旧を図る 

3  汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

4  
基幹交通から地域交通網まで、交通ネットワークの長期

間にわたる機能停止 

5 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収

集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

6 

地域社会・経済が迅速かつ

従前より強靱な姿で復興

できる条件を整備する 

 

1  
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

2  

復旧・復興を支える人材等（専門家、コーディネータ

ー、労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復

旧・復興が大幅に遅れる事態 

3  
風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・

倒産等による地域経済等への甚大な影響 

4  
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

 

 

(４)施策分野 

本計画では、県地域計画における施策分野と総合計画におけるまちづくりの方向性を基に、効果

的に強靱化を推進するため、４つの施策分野を設定しました。 

 

総合計画  本計画施策分野  県地域計画 

教育・人づくり  

 

1 教育・人づくり  行政機能/警察・消防等/教

育/情報通信 

健康・福祉  2 健康・福祉  住宅・都市/環境 

産業振興  3 産業振興  保健医療・福祉 

都市基盤  4 都市基盤  産業 

結婚出産・子育て     交通・物流 

シティプロモーシ

ョン 

    国土保全/土地利用 

      

     リスクコミュニケーショ

ン 

      老朽化対策 

各分野に再編 
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(５) 起きてはならない最悪の事態を回避するための現状分析・評価 

（３）で記載した２４の「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」それぞれに対して、

最悪の事態を回避するために必要となる事項等について、本市が実施している施策及び事業の進捗

状況を踏まえた現状分析を行いました。 

なお、施策ごとの評価結果は、『脆弱性評価（現状及び課題）』に記載のとおりです。 

 

(６) 評価の総括 

現状及び課題の整理を中心とした現状分析の結果、評価結果全体を以下のとおり総括します。 

①ハード対策とソフト対策の適切な組み合わせによる施策の推進が必要 

・ 防災・減災対策など、本市の強靱化につながる取組みは、これまでに実施してきている施策

及び事業がほとんどである一方で、取組みそれぞれにおいては改善すべき事項や解決すべ

き課題が認識されており、引き続き取組みを推進し、さらには強化していく必要があります。 

・ 強靱なまちづくりを着実に推進するためには、建築物等の耐震化や各種施設の老朽化対策、

道路環境整備などのハード対策を進めながら、避難所運営体制や業務継続体制の整備、地域

防災力の向上などのソフト対策を並行して進める必要があります。 

②自助・共助の充実が必要 

・ 強靱なまちづくりを実現するためには、行政による「公助」だけでなく、市民や各地域、事

業者による「自助」「共助」がそれぞれの役割を適切に果たすことができるよう、必要な取

組みの推進及び促進が必要です。 

 ③横断的な取組みと多様な主体との連携が必要 

・ 強靱化に関するそれぞれの施策及び事業は、市においては全庁にわたる取組みであるとと

もに、事業等の実施主体は、市だけでなく、市民や民間事業者、国・県等の関係機関など多

岐にわたります。そのため、全庁横断的に取組みを推進するとともに、市民や民間事業者と

の連携・協力や関係機関との情報共有や連携強化を図り、それぞれの役割に応じた取組みを

相互に連携しながら進める必要があります。 

 

(７)施策の推進方針 

施策の推進方針の決定に当たっては、脆弱性評価の結果を踏まえ、「起きてはならない最悪の事

態（リスクシナリオ）」ごとに必要となる施策を検討・整理した後、施策ごとに施策の推進方針を取

りまとめました。 

また、それぞれの施策の推進方針は、部局を超えて相互に関連するべき事項を含むため、推進に

当たっては、庁内関係部局が連携を図りながら、施策の実行性や効率性が確保されるよう十分に配

慮します。 

なお、施策ごとの推進方針は、『施策の推進方針』に記載のとおりです。 
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(８)施策の重点化 

限られた資源を効率的・効果的に活用して強靱化を進めるためには、選択と集中の視点をもって、

重点的に取り組む施策を明確にして計画を推進する必要があります。 

本計画では、総合計画における重点事業の位置付けと、ハード対策とソフト対策の適切な組み合

わせによって強靱化を推進する観点から、以下の１９施策を重点施策として選定しました。 

 施策分野 重点施策 

１ 教育・人づくり ・火災予防対策の推進 

・防災啓発・防災教育の推進 

・防災訓練の充実 

・地域防災力の向上 

２ 健康・福祉 ・社会福祉施設等の整備 

３ 産業振興 ・地域農業の担い手の確保・育成 

４ 都市基盤 ・空き家対策 

・都市基盤整備の推進と都市機能施設の誘導 

・災害活動体制の整備 

・消防施設・装備の充実強化 

・消防団の機能強化 

・避難収容及び避難所運営体制の整備 

・業務継続体制の確保 

・市有施設の長寿命化対策 

・再生可能エネルギーなど分散型電源の導入促進 

・水道施設の老朽化対策 

・汚水処理施設の老朽化対策 

・安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 

・公共交通網の整備 

 

 



 

11 

 

４ 計画の推進と進行管理                                  

 

(１)分野別計画等の見直し 

本計画は、総合計画を補完する並列の計画であるとともに、本市の強靱化の指針となる部局横断

的な計画であることから、他の分野別計画等については、本計画の内容を踏まえ、必要に応じた改

訂や内容の修正を行うこととします。 

 

(２)施策の推進と進行管理 

本計画の実行性を確保するとともに、各施策の進捗状況を常に把握するため、計画の進行管理を

毎年度行うこととします。進行管理を通して、施策の実施結果の確認と評価を行うとともに、評価

結果を踏まえた見直し及び改善を行いながら、必要に応じて計画を見直すことで本計画のＰＤＣＡ

サイクルを確立します。また、国基本計画及び県地域計画の改訂や前橋市総合計画の策定に伴う本

市基本方針の大幅な見直しなどがあったときには、中長期的な視点をもった計画の改訂を行うこと

とします。 

なお、計画の推進と進行管理は、計画開始とともに計画推進本部を設置し、全庁的な体制により

行うものとします。 

 

(３)重要業績指標の設定 

計画の進行管理を客観的に行うため、重点化施策を中心に施策の進捗率や効果を把握するための

重要業績指標を設定しました。この指標は、毎年度実施する進行管理や各分野別計画の改訂を踏ま

えて、目標値の更新を行うほか、必要に応じて見直しを行うこととします。 

また、重要業績指標を設定しない施策に関しても、毎年度の進行管理の中で、事業実績及び活動

実績とともに施策の進捗率を具体的に確認し、その結果を公表することとします。 

 

５ 計画策定後の経過                                    

 

 ・令和２年１２月 策定 

 ・令和３年１０月 改訂 

・令和４年 ４月 改訂 

・令和４年１０月 改訂 

・令和５年 ７月 改訂 

・令和５年１０月 改訂 

・令和７年 ４月 改訂 
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個別施策編 

（脆弱性評価の結果及び施策の推進方針） 
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■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（１－１） 

 

■ 主な施策（１－１） 

№ 重点化 施策名 

１  住宅・建築物等の耐震化 Ｐ２３ 

２  被災建築物・被災宅地の応急危険度判定体制の整備 Ｐ２５ 

３  避難路等の整備 Ｐ２６ 

４ 〇 空き家対策 Ｐ２７ 

５ 〇 都市基盤整備の推進と都市機能施設の誘導 Ｐ２８ 

６  公園・緑地、広場等の整備 Ｐ２９ 

７  道路施設、公園施設、公営住宅の長寿命化 Ｐ３０ 

８ 〇 火災予防対策の推進 Ｐ３１ 

１５  要配慮者対策 Ｐ３８ 

１７ 〇 防災啓発・防災教育の推進 Ｐ４０ 

２０  消防救急体制の充実・強化 Ｐ４３ 

２９ 〇 避難収容及び避難所運営体制の整備 Ｐ５２ 

４１ 〇 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 Ｐ６５ 

５３ 〇 地域防災力の向上 Ｐ７９ 
  
※施策№着色の施策は再掲施策。 

施策は「起きてはならない最悪の事態」において中心的な位置付けとなる箇所にそれぞれ記載 

しています（以下同様）。 

事前に備えるべき目標 １ あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
１ 

大規模地震に伴う、住宅・建物・施設等の大規模倒壊や火

災による多数の死傷者の発生 
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■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（１－２） 

 

■ 主な施策（１－２） 

№ 重点化 施策名 

９  水害予防対策の推進 Ｐ３２ 

１０  河川管理施設の長寿命化（準用河川） Ｐ３３ 

１３  緊急情報等の情報収集・発信体制の確保 Ｐ３６ 

１５  要配慮者対策 Ｐ３８ 

１７ 〇 防災啓発・防災教育の推進 Ｐ４０ 

２０  消防救急体制の充実・強化 Ｐ４３ 

２９ 〇 避難収容及び避難所運営体制の整備 Ｐ５２ 

４１ 〇 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 Ｐ６５ 

５３ 〇 地域防災力の向上 Ｐ７９ 

 

■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（１－３） 

 

■ 主な施策（１－３） 

№ 重点化 施策名 

１１  土砂等地盤災害予防対策の推進 Ｐ３４ 

１３  緊急情報等の情報収集・発信体制の確保 Ｐ３６ 

１５  要配慮者対策 Ｐ３８ 

１７ 〇 防災啓発・防災教育の推進 Ｐ４０ 

２０  消防救急体制の充実・強化 Ｐ４３ 

２９ 〇 避難収容及び避難所運営体制の整備 Ｐ５２ 

４１ 〇 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 Ｐ６５ 

４６ 〇 地域農業の担い手の確保・育成 Ｐ７１ 

５３ 〇 地域防災力の向上 Ｐ７９ 

事前に備えるべき目標 １ あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
２ 

突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数

の死傷者の発生 

事前に備えるべき目標 １ あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
３ 

大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 
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■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（１－４） 

 

■ 主な施策（１－４） 

№ 重点化 施策名 

１２  大雪時における除雪体制の確保 Ｐ３５ 

５３ 〇 地域防災力の向上 Ｐ７９ 

 

■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（１－５） 

 

■ 主な施策（１－５） 

№ 重点化 施策名 

１３  緊急情報等の情報収集・発信体制の確保 Ｐ３６ 

４４  ため池の防災減災対策 Ｐ６９ 

 

■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（２－１） 

 

■ 主な施策（２－１） 

№ 重点化 施策名 

１９  防災備蓄の充実 Ｐ４４ 

３２  大規模災害における広域連携 Ｐ５７ 

３７  事業継続計画（上水道）の整備 Ｐ６２ 

４１ 〇 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 Ｐ６６ 

５０  民間事業者との連携 Ｐ７６ 

 

事前に備えるべき目標 １ あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
４ 

暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

事前に備えるべき目標 １ あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
５ 

ため池等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による二

次災害の発生 

事前に備えるべき目標 ２ 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災

者等の健康・避難生活環境を確実に確保することによ

り、関連死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
１ 

被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の停止 
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■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（２－２） 

 

■ 主な施策（２－２） 

№ 重点化 施策名 

３  避難路等の整備 Ｐ２６ 

５ 〇 都市基盤整備の推進と都市機能施設の誘導 Ｐ２８ 

２０  消防救急体制の充実・強化 Ｐ４３ 

２１ 〇 消防施設・装備の充実強化 Ｐ４４ 

２２ 〇 消防団の機能強化 Ｐ４５ 

４１ 〇 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 Ｐ６５ 

 

■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（２－３） 

 

■ 主な施策（２－３） 

№ 重点化 施策名 

１５  要配慮者対策 Ｐ３８ 

２３ 〇 社会福祉施設等の整備 Ｐ４６ 

２４  災害時医療体制の整備 Ｐ４７ 

２５  福祉避難所運営体制の整備 Ｐ４８ 

４１ 〇 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 Ｐ６５ 

 

  

事前に備えるべき目標 ２ 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災

者等の健康・避難生活環境を確実に確保することによ

り、関連死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
２ 

消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

事前に備えるべき目標 ２ 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災

者等の健康・避難生活環境を確実に確保することによ

り、関連死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） ３ 

医療施設、福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援

ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療・福祉機

能の麻痺 
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■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（２－４） 

 

■ 主な施策（２－４） 

№ 重点化 施策名 

２４  災害時医療体制の整備 Ｐ４７ 

２６  感染症等予防対策 Ｐ４９ 

３８ 〇 汚水処理施設の老朽化対策 Ｐ６２ 

３９  事業継続計画（下水道）の整備 Ｐ６３ 

４０  農業集落排水施設の老朽化対策 Ｐ６４ 

４８  災害廃棄物処理対策の推進 Ｐ７４ 

 

■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（２－５） 

 

■ 主な施策（２－５） 

№ 重点化 施策名 

１９  防災備蓄の充実 Ｐ４２ 

２３ 〇 社会福祉施設等の整備 Ｐ４６ 

２４  災害時医療体制の整備 Ｐ４７ 

２５  福祉避難所運営体制の整備 Ｐ４８ 

２６  感染症等予防対策 Ｐ４９ 

２７  指定緊急避難場所・指定避難所等の整備 Ｐ５０ 

２８  教育施設の長寿命化対策 Ｐ５１ 

２９ 〇 避難収容及び避難所運営体制の整備 Ｐ５２ 

３１ 〇 市有施設の長寿命化対策 Ｐ５５ 

４９  災害ボランティア受入体制の整備 Ｐ７５ 

事前に備えるべき目標 ２ 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災

者等の健康・避難生活環境を確実に確保することによ

り、関連死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
４ 

被災地における感染症等の同時発生 

事前に備えるべき目標 ２ 

救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災

者等の健康・避難生活環境を確実に確保することによ

り、関連死を最大限防ぐ 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
５ 

劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災

者の健康状態の悪化・死者の発生 
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■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（３－１） 

 

■ 主な施策（３－１） 

№ 重点化 施策名 

１４ 〇 災害活動体制の整備 Ｐ３７ 

１８ 〇 防災訓練の充実 Ｐ４１ 

３０ 〇 業務継続体制の確保 Ｐ５４ 

３１ 〇 市有施設の長寿命化対策 Ｐ５５ 

３２  大規模災害における広域連携 Ｐ５６ 

 

■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（４－１） 

 

■ 主な施策（４－１） 

№ 重点化 施策名 

３３  業務継続計画（民間事業者）の策定促進 Ｐ５７ 

４１ 〇 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 Ｐ６５ 

 

■「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（４－２） 

 

■ 主な施策（４－２） 

№ 重点化 施策名 

３４  農業生産基盤の整備 Ｐ５８ 

 

事前に備えるべき目標 ３ 必要不可欠な行政機能は確保する 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
１ 

市職員及び庁舎施設等の被災による行政機能の大幅な低

下 

事前に備えるべき目標 ４ 経済活動を機能不全に陥らせない 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
１ 

サプライチェーンの寸断やエネルギー供給の停止等によ

る企業活動等の停滞 

事前に備えるべき目標 ４ 経済活動を機能不全に陥らせない 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
２ 

食料等の安定供給の停滞 
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■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（５－１） 

 

■ 主な施策（５－１） 

№ 重点化 施策名 

３５ 〇 再生可能エネルギーなど分散型電源の導入促進 Ｐ５９ 

 

■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（５－２） 

 

■ 主な施策（５－２） 

№ 重点化 施策名 

３６ 〇 水道施設の老朽化対策 Ｐ６０ 

３７  事業継続計画（上水道）の整備 Ｐ６１ 

 

■ 「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（５－３） 

 

■ 主な施策（５－３） 

№ 重点化 施策名 

３８ 〇 汚水処理施設の老朽化対策 Ｐ６２ 

３９  事業継続計画（下水道）の整備 Ｐ６３ 

４０  農業集落排水施設の老朽化対策 Ｐ６４ 

事前に備えるべき目標 ５ 

関係機関と協力し、生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク、情報

通信等を確保するともに、これらの復旧を図る 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
１ 

電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の長期間にわた

る機能の停止 

事前に備えるべき目標 ５ 

関係機関と協力し、生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク、情報

通信等を確保するともに、これらの復旧を図る 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
２ 

上水道等の長期間にわたる供給停止 

事前に備えるべき目標 ５ 

関係機関と協力し、生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク、情報

通信等を確保するともに、これらの復旧を図る 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
３ 

汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 
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■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（５－４） 

 

■ 主な施策（５－４） 

№ 重点化 施策名 

４１ 〇 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 Ｐ６５ 

４２  林道の整備 Ｐ６７ 

４３ 〇 公共交通網の整備 Ｐ６８ 

 

■ 「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（５－５） 

事前に備えるべき目標 ５ 

関係機関と協力し、生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク、情報

通信等を確保するともに、これらの復旧を図る 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
５ 

災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収

集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

 

■ 主な施策（５－５） 

№ 重点化 施策名 

１３  緊急情報等の情報収集・発信体制の確保 Ｐ３６ 

１４ 〇 災害活動体制の整備 Ｐ３７ 

１５  要配慮者対策 Ｐ３８ 

１６  外国人対策 Ｐ３９ 

１７ 〇 防災啓発・防災教育の推進 Ｐ４０ 

１８ 〇 防災訓練の充実 Ｐ４１ 

５３ 〇 地域防災力の向上 Ｐ７９ 

 

■ 「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（６－１） 

事前に備えるべき目標 ５ 

関係機関と協力し、生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク、情報

通信等を確保するともに、これらの復旧を図る 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
４ 

基幹交通から地域交通網まで、交通ネットワークの長期間

にわたる機能停止 

事前に備えるべき目標 ６ 
地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる

条件を整備する 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
１ 

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興

が大幅に遅れる事態 
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■ 主な施策（６－１） 

№ 重点化 施策名 

４８  災害廃棄物処理対策の推進 Ｐ７４ 

 

■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（６－２） 

 

■ 主な施策（６－２） 

№ 重点化 施策名 

４９  災害ボランティア受入体制の整備 Ｐ７５ 

５０  民間事業者との連携 Ｐ７６ 

 

■ 「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（６－３） 

 

■ 主な施策（６－３） 

№ 重点化 施策名 

５１  地域コミュニティ機能の維持・発揮（農地・農業用施設の維持・

保全） 

Ｐ７７ 

 

■ 起きてはならない最悪の事態」ごとの施策（６－４） 

 

 

 

事前に備えるべき目標 ６ 
地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる

条件を整備する 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） ２ 

復旧・復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、

労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

事前に備えるべき目標 ６ 
地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる

条件を整備する 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
３ 

風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒

産等による地域経済等への甚大な影響 

事前に備えるべき目標 ６ 
地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる

条件を整備する 

起きてはならない最悪の事態

（リスクシナリオ） 
４ 

地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興

が大幅に遅れる事態 
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■ 主な施策（６－４） 

№ 重点化 施策名 

１４ 〇 災害活動体制の整備 Ｐ３７ 

１７ 〇 防災啓発・防災教育の推進 Ｐ４０ 

３０ 〇 業務継続体制の確保 Ｐ５４ 

４９  災害ボランティア受入体制の整備 Ｐ７５ 

５２  地域コミュニティ力の強化 Ｐ７８ 

５３ 〇 地域防災力の向上 Ｐ７９ 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１） 

№ １   

施策 住宅・建築物等の耐震化 

施策分野 都市基盤 担当部局 都市計画部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・住宅・建築物等の耐震化 
 昭和 56 年(1981 年)以前に建設された建築物で、地震に対する安全性に係る建築
基準法の規定に適合しない建築物の耐震診断及び耐震改修を促進する必要がある。 
 
・避難所及び避難経路のブロック塀の地震対策 
 避難所や避難経路に存在するブロック塀は、大地震により倒壊すると避難や緊急
物資輸送の妨げとなることから、地震対策を促進する必要がある。 
 
・緊急輸送道路沿線建築物等の耐震化 
 大規模地震により倒壊した建築物が、緊急輸送道路を閉塞し、迅速かつ円滑な避
難や救助・救命活動、緊急物資の輸送等へ影響が生じることが懸念されるため、沿
道建築物の耐震診断義務付け路線を指定し、沿道建築物の耐震化を推進する必要が
ある。 
 
・耐震診断義務付け路線の指定 
 群馬県耐震改修促進計画の改正により、前橋市内では国道 17 号及び 50 号が耐
震診断義務付け路線に指定された。この道路沿道の建築物で耐震診断が義務化とな
った建築物について、速やかに耐震診断が実施できるよう建築物所有者をサポート
する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・公共建築物の耐震化・安全化 
 災害時の防災拠点や応急活動拠点として重要な役割を担うことから、防災上の重
要度に応じた分類を行い、新耐震基準施行以前に建設された建築物の耐震診断を行
い、結果に基づき計画的に耐震改修を行う。 
 
・特定建築物及び民間建築物の耐震化 
 耐震改修促進法に基づき、所有者に耐震診断や改修の指導・助言、指示等を行い、
耐震化の推進を図り、民間建築物についても耐震化を推進する方策を実施する。特
に一般木造住宅については、引き続き耐震診断及び耐震改修の補助を行い、耐震化
の推進を図る。 
 
・避難所周辺及び避難経路等のブロック塀の耐震化 
 避難所に指定されている公共施設のブロック塀改修を促進する。さらに民間建築
物のブロック塀に関しては、耐震化の必要性を広報紙等で啓発する。 
 
・耐震診断義務付け建築物所有者への説明 
 耐震診断が義務化となった経緯や耐震化の重要性を説明し理解を得て、「改正耐
震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確約書」を取り交
わす。 
 
・耐震診断委託費の補助 
 耐震診断の実施に当たっては、国・県・市による補助制度を活用することにより
限度額以内であれば無料で診断が受けられることから、積極的な活用を促す。 
 
・耐震診断の実施 
 耐震診断の実施は期限が設定されていることから、速やかに耐震診断が実施でき
るよう、制度に関しての説明・相談の機会を多く設ける。 
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主な個別事業 担当所属 

建築物等耐震化促進事業 建築指導課 

木造住宅耐震診断者派遣事業 建築指導課 

診断済住宅無料訪問相談事業 建築指導課 

木造住宅耐震改修費補助事業 建築指導課 

耐震シェルター等設置補助事業 建築指導課 

 

■ 施策（１）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

住宅の耐震化率 建築指導課 
77.8% 

(H30 年度末) 

95.0% 

(R7 年度末) 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２） 

№ ２   

施策 被災建築物・被災宅地の応急危険度判定体制の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 都市計画部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・被災建築物の応急危険度判定体制の整備 
 地震によって広範囲にわたって建築物が被災した場合、これらの倒壊等による二
次災害の発生が懸念される。被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、継続使用の
可否を迅速に判断することは、市民の安全確保など、建築物の二次災害を防止する
ために不可欠であるため、被災した住宅・建築物の危険度を判定する応急危険度判
定の体制整備や判定士の育成を図る必要がある。 
 
・被災宅地の応急危険度判定体制の整備 
 地震による法面崩落や液状化現象・地割れ等で宅地が被災した場合、これら崩落
等による二次災害の発生が懸念される。被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し、
継続使用の可否を迅速に判断することは、市民の安全確保など、宅地の二次災害を
防止するために不可欠であるため、被災した宅地の危険度を判定する応急危険度判
定の体制整備や判定士の育成を図る必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・被災建築物及び被災宅地の応急危険度判定士の養成、登録 
 県及び建築関係団体と連携して、応急危険度判定講習会を開催し、応急危険度判
定士の養成、登録を推進する。 
 
・実施体制の整備 
 応急危険度判定に必要なマニュアル、備品の整備に努めるとともに、円滑な実施
のため体制の整備を図る。 
 
・制度の普及啓発 
 県及び建築関係団体と協力して、応急危険度判定制度の趣旨について市民の理解
が得られるよう、広報紙等を通じて普及啓発に努める。 
 
・被災建築物応急危険度判定コーディネーターの養成 
 本市が被災地となり被災建築物の応急危険度判定を行う場合、全国各地から判定
士を受け入れることが想定されることから、判定活動を支えるコーディネーターの
養成を行う。 
 

主な個別事業 担当所属 

被災建築物応急危険度判定講習会 建築指導課 

被災建築物応急危険度判定コーディネーター養成講習会 建築指導課 

被災建築物応急危険度判定実施訓練 建築指導課 

 

■ 施策（２）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

被災建築物応急危険度判定コーディネ

ーター登録者数 
建築指導課 

18 人 

(R1 年度） 

30 人 
(R7 年度) 

被災宅地応急危険度判定士登録者数 開発指導課 
126 人 

(R1 年度) 

160 人 

(R7 年度) 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３） 

№ ３   

施策 避難路等の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 都市計画部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・狭あい道路の解消 
 大規模自然災害が発生し、避難所までの避難経路となる道路は生活道路が大半で
あり、狭あい道路となっている路線も数多く存在する。狭あい道路は、災害発生時
において建築物の倒壊等による避難路の寸断や火災の延焼拡大が懸念されるため、
狭あい道路を解消する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・前橋市生活道路後退用地整備事業の推進 
 建築基準法第 42 条第 2 項に規定する道路に係る後退用地の寄付を条件に、市で
測量、分筆、登記及び道路整備を行い、奨励金を交付することにより狭あい道路の
拡幅整備を推進する。 
 
・狭あい道路拡幅整備事業の推進 
 地域の要望を踏まえ関係者の同意を得られた狭あい道路について、用地取得、損
失補償及び拡幅整備工事等を実施することにより、緊急車両のスムーズな通行を確
保するとともに生活環境の改善や安全性に配慮した人にやさしい道づくりを推進
する。 
 

主な個別事業 担当所属 

前橋市生活道路後退用地整備事業 建築指導課 

狭あい道路拡幅整備事業 道路建設課 

東部建設事務所 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４） 

№ ４  重点化施策 

施策 空き家対策 

施策分野 都市基盤 担当部局 都市計画部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・空き家対策 
 大規模災害発生時の倒壊による道路の閉塞や火災の延焼拡大防止などのため総合
的な空き家対策を推進する必要がある。 
 
・所有者への指導 
 倒壊の危険がある空き家に対し所有者へ適正管理の指導を行っているが、改善さ
れない空き家もあるため、所有者へ意向調査を実施することで、個別の事情等を把
握しながら問題解決へ向けて指導していく必要がある。 
 
・所有者不存在空き家の対応 
 所有者が不存在の危険空き家については指導できないため、市で危険を排除する
必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・所有者への指導 
 補助事業を活用することで、リフォームや解体を促進し、問題解決へ向けてサポ
ートするよう努める。 
 
・所有者不存在空き家の対応 
 略式代執行による解体及び相続財産清算人の申し立ても含め、改善策を検討する。 
 

主な個別事業 担当所属 

空き家対策支援事業 建築住宅課 

 

■ 施策（４）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

年間空き家解消実績数 建築住宅課 
106 件 

（R1 年度） 

150 件 

（R7 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（５） 

№ ５  重点化施策 

施策 都市基盤整備の推進と都市機能施設の誘導 

施策分野 都市基盤 担当部局 都市計画部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・防災機能を高める都市基盤施設配置 
 都市型集中豪雨のように、短時間に降った雨が特定地域に集中する傾向がある。
既成市街地で面整備が行われていない区域では、木造家屋の密集と狭い街路が目立
ち、公園等の都市基盤施設整備が遅れていることから、防災上の安全を考慮した街
区の形成を考慮した計画的な施設配置が必要である。 
 
・市街地の不燃化の促進 
 地震時の火災、大規模市街地火災等を防止する必要がある。 
 市街地において道路、公園等の都市基盤施設を整備する必要がある地域がある。 
 

施策の推進
方針 

・防災機能を高める都市基盤施設配置 
 幹線雨水排水路の整備を進める。 
 延焼の危険性の高い地域を中心に、都市計画道路を中心とした主要幹線道路や公
園等で構成される延焼遮断帯で囲むことにより延焼をくい止める防災上の安全を考
慮した街区の概念を活用した都市基盤施設配置に努める。 
 
・市街地の不燃化の促進 
 商業系用途地域、幹線道路沿道で土地の高度利用を図るべき地域並びに密集市街
地における避難路及び避難地周辺地区等、都市防災上不燃化を推進する必要のある
地域については、都市の耐火・不燃化の促進を図る。 
 建物の防火・不燃化や老朽住宅の建て替えの促進、生活道路の拡幅整備、公共空
地の確保等の施策推進に努める。 
 
・大規模災害への事前準備 
 大規模災害が発生した際、早期に復興に向けたまちづくりに取り組めるよう国の
ガイドラインに基づき、復興事前準備に関する検討を進める。 
 

主な個別事業 担当所属 

千代田町三丁目土地区画整理事業 区画整理課 

二中地区（第一）土地区画整理事業 区画整理課 

新前橋駅前第三土地区画整理事業 区画整理課 

文京町四丁目土地区画整理事業 区画整理課 

復興まちづくり計画 都市計画課 

 

■ 施策（５）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

老朽住宅棟数率 

（文京町四丁目地区） 
区画整理課 

47.5% 

(R1 年度) 

29.9% 

(R9 年度) 

住宅の耐震化率 

（七次総重点事業地区内） 
区画整理課 

52.8% 

（Ｒ1 年度末） 

56.3％ 

（Ｒ8 年度末） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（６） 

№ ６   

施策 公園・緑地、広場等の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 建設部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・防災空間の確保 
 地域防災計画に基づく災害に強い都市空間を整備するため、公園・緑地、道路、
河川等の都市基盤施設の整備を進め防災空間の確保に努めているが、災害時におけ
る避難地（指定緊急避難場所等）、避難路及び火災の延焼防止のためのオープンスペ
ースや、応急救助活動、応急物資集積地の充実、既存施設の機能見直しなど必要な
施設の整備に努める必要がある。 
 
・防災機能の強化 
 地域防災計画に基づく災害に強い都市空間を整備するため、公園、道路、河川等
の都市基盤施設の整備を行い、有効な防災機能の整備を進める必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・都市公園等の整備 
 災害時における避難地（指定緊急避難場所等）の確保、火災の延焼防止、各種災
害応急活動の円滑な実施を図るため、都市公園等の体系的な整備を推進する。 
 
・公園等の防災機能の強化 
 避難地（指定緊急避難場所等）となる都市公園等において、災害応急対策に必要
となる施設(備蓄倉庫等)の整備や防災物流拠点における機能強化を進める。 
 

主な個別事業 担当所属 

都市公園事業（前橋総合運動公園（拡張）） 公園緑地課 

 

■ 施策（６）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

都市計画区域における１人あたりの都

市公園面積 
公園緑地課 

11.9 ㎡/人 

（H30 年度） 

13.0 ㎡/人 

（R9 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（７） 

№ ７   

施策 道路施設、公園施設、公営住宅の長寿命化 

施策分野 都市基盤 担当部局 建設部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・道路施設の長寿命化 
 橋梁、横断歩道橋、舗装、道路付属物（照明灯、地下歩道橋、大型標識等）につ
いて長寿命化修繕計画を策定し維持管理を行っているが、現状では事後保全の対応
に追われており、目標とする計画的な維持管理ができていない。計画量に対し、予
算や人材の継続的な確保が必要である。 
 
・公園施設の長寿命化 
 市内の公園・緑地等における施設の管理について『前橋市公園施設長寿命化計画』
により計画的に維持・管理を行っているが、今後も長期的に機能を保全しつつ、持
続的に公園の防災・減災機能を確保する必要がある。また、計画量に対し、予算や
人材の継続的な確保が必要である。 
 
・公営住宅の長寿命化 
 公営住宅については、建設から長期間が経過した施設もあり、老朽化が進行して
いる。大規模災害時においても、十分な機能が発揮できるよう対策を行い、公営住
宅を良好な状態に保つ必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・道路施設の長寿命化                                                             
今後は、各施設を的確に把握できるような人的資源の確保並びにシステム導入等

の検討を行い、計画拡充を図っていく。また、橋梁、横断歩道橋、舗装、道路付属
物（照明灯、地下歩道橋、大型標識等）の各施設については、今後も各長寿命化修
繕計画に基づき適切な維持管理に努める。 
 
・公園施設の長寿命化 
 定期的な点検を行い、健全度を把握するとともに、調査により危険度に応じて適
切な時期に施設の維持補修や更新を図る。また、災害時に一時避難所としての機能
を果たせるように、平時から備える。 
 
・公営住宅の長寿命化 
 長寿命化計画に基づき、計画的に点検・調査を実施し、結果に応じて適切に維持
補修や更新を進める。 
 

主な個別事業 担当所属 

橋梁長寿命化修繕計画事業 道路建設課 

舗装長寿命化修繕計画事業 道路建設課 

東部建設事務所 

横断歩道橋長寿命化修繕計画事業 道路建設課 

都市公園長寿命化推進事業 公園管理事務所 

公営住宅の長寿命化 建築住宅課 
 
 
 

■ 施策（７）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

公園施設の長寿命化計画に基づき

更新・補修された割合 

公園管理事 務

所 

25.4％ 

（R4 年度末） 

100％ 

（R13 年度末） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（８） 

№ ８  重点化施策 

施策 火災予防対策の推進 

施策分野 教育・人づくり 担当部局 消防局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・建築物等の火災予防対策 
 多数の人が出入りする防火対象物は、火災が発生した場合、被害が大きくなる恐
れがあるため、防火防災管理体制の強化及び消防用設備等の適切な維持管理につい
て、指導を行う必要がある。 
                                                                      
・林野火災予防対策 
 山林火災が発生すると鎮圧に時間を要するとともに消火活動隊や住民の生命に被
害が及ぶ危険もあるため、積極的に火災予防啓発活動を行う必要がある。                                                             
 
・住宅用防災機器の設置等の推進 
 住宅用防災機器の設置により、住宅火災発生時、早期に火災に気づき、初期消火
や避難をすることで被害の軽減につながるため、積極的に啓発活動を行っていく必
要がある。 
 

施策の推進
方針 

・建築物等の火災予防対策の充実 
 防火対象物の防火防災管理体制を確立するため、査察や消防訓練指導などにより、
関係者に対して継続的な指導を行う。 
 
・林野火災予防対策の充実 
 山林の所有者や登山者など、山に出入りする人に対して、火災予防に向けた意識
啓発を行う。 
 
・住宅用防災機器の設置指導及び維持管理の推進 
 NPO 法人との協働による高齢者家庭等を対象とした住宅用防災機器の取付支援
や消防職員による取付支援を行うとともに、市民に対して広く住宅用防災機器の設
置及び維持管理の促進を図り、防火に関する知識の普及及び意識の高揚を図るため、
広報やホームページをはじめ、様々な媒体を活用するとともに、各種イベントや防
火訪問においてリーフレット等を配布するなど、積極的に広報する。 
 

主な個別事業 担当所属 

防火対象物査察 予防課 

避難行動要支援者制度登録者防火訪問 予防課 

 

■ 施策（８）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

高齢者家庭等住宅用火災警報器取付支

援 
予防課 

100 件 

（R1 年度） 

50 件 

（R7 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（９） 

№ ９   

施策 水害予防対策の推進 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・総合的な水害対策 
 水防計画に定める市内重要水防箇所について、必要な堤防整備等が計画的に進め
られるよう、河川管理者である群馬県に対し継続的に整備等の要望を行う必要があ
る。 
 
・水害に関する災害危険区域の周知 
 市民一人ひとりが適切な避難行動をとれるよう、ハザードマップの意味や安全確
保の考え方など、避難に関する理解を高める取組みを進める必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・総合的な水害対策 
 県に対して利根川水系及び広瀬川水系の全体計画に基づいた改修整備を促進し、
都市化による雨水流出量の増大に対処する。また、計画規模を超える出水があった
ときには、河川・水路の各管理者と連携・協力しながら洪水及び浸水等の水害予防
策を講じるなど、ハード対策とソフト対策の両面からの対策を進める。 
 
・水防施設等の点検・整備 
 各河川管理者等に対しては、治水機能や水位観測に障害が発生しないよう、定期
的に機器を点検・整備するとともに、必要に応じて水位計やカメラなどの観測機器
を整備するよう要請する。また、水位計等が設定されていない中小河川等の河川監
視体制の強化を図る。 

あわせて、応急対策活動に使用する水防倉庫の整理と資機材の調達を計画的に進
める。 
 
・水害に関する災害危険区域の周知 
 地域における水害の危険性が理解されるよう、市内水位周知河川及びその他の一
級河川に係る洪水浸水想定区域の周知とともに避難先や避難情報の発令基準、避難
行動のとり方などをハザードマップの配布や各種防災啓発事業を通じて周知する。 
 

主な個別事業 担当所属 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１０） 

№ １０   

施策 河川管理施設の長寿命化（準用河川） 

施策分野 都市基盤 担当部局 建設部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・河川構造物の維持管理 
 河川構造物が空石積みといった脆弱な構造が多いことや老朽化により、損傷個所
が見受けられ護岸が崩れる恐れがある。暗渠構造となっている区間については損傷
個所の把握が困難なため、漏水の危険性があり隣接地へ影響を与えかねない。また、
ゴミや土砂の堆積により河川断面が減少し、流下能力が低下することにより浸水被
害が発生する恐れがある。 
 
・河川内の雑木 
 河川内へ生えている雑木が支障となり河川を閉塞する恐れがあることや、護岸に
近接した箇所へ生えている巨木が、生育不良や腐朽等の欠陥を原因とする倒木によ
り、隣接民家へ損害を与える恐れがある。 
 

施策の推進
方針 

・河川構造物の維持管理 
 河川パトロールの頻度を増やし目視可能な箇所についての点検実施や暗渠構造
等の目視が困難な箇所については河川構造物の診断をノウハウのあるコンサルタ
ント等へ業務委託を行う。また、効率的に修繕を行い、施設の長寿命化を図る。さ
らに、定期断水時の浚渫だけでなく河川パトロールの際にゴミや土砂の堆積が確認
された場合は適宜浚渫し河川断面を確保する。 
 
・河川内の雑木 
 河川の流下に支障となる雑木は伐採し、河川区域の雑木については樹木診断など
により緊急度を判断し伐採などの対策を行う。 
 

主な個別事業 担当所属 

準用河川管理業務（除草、修繕） 道路管理課 

準用河川浚渫業務 道路管理課 

準用河川伐採業務 道路管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１１） 

№ １１   

施策 土砂等地盤災害予防対策の推進 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・総合的な土砂災害対策 
急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域における土

砂災害防止対策として、住民による住宅建築や改築時の構造強化を促すほか、県等
による急傾斜地崩壊防止工事の実施を促す必要がある。 
 
・造成宅地等の宅地防災対策 
 本市では、大規模地震により宅地の崩壊の危険性がある大規模盛土造成地マップ
の作成及び公表を行った。今後、宅地以外についても宅地造成及び特定盛土等規制
法に基づき、既存盛土調査を実施し、安全性の確認を行うことで宅地等の防災対策
を促進する必要がある。 
 
・土砂災害に関する災害危険区域の周知 
 市民一人ひとりが土砂災害発生時に適切な避難行動をとれるよう、土砂災害危険
区域や土砂災害危険箇所の内容や安全確保の考え方など、避難に関する理解を高め
る取組みを進める必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・総合的な土砂災害対策 
 急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等に関する周知に努めるとともに、危
険が予想される地区に対して、平時から大雨の際の避難行動等についての啓発を行
う。また、関係区域の地権者等に対して、必要な防災措置をとるよう伝達するなど、
ハード対策とソフト対策の両面からの対策を進める。 
 
・盛土災害の対策 
 盛土による災害防止のため、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づいた許可・届
出により盛土箇所を把握するとともに、パトロール等の巡視を行い、災害危険性を
有する箇所が判明した場合は、法令等に従った是正措置が講じられるよう、適切な
対応を行う。 
 
・造成宅地の災害対策 
 宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく既存盛土調査を実施し、宅地等の安全性
の評価を行うことで、災害対策を促進する。 
 
・宅地防災対策 
 宅地災害の防止を図るため、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づいた許可・届
出により盛土箇所を把握するとともに、パトロール等の巡視を行い、がけ崩れ等の
おそれのある危険宅地等を発見した場合は、盛土等の保全について所有者に勧告す
るなど、宅地の災害防止に努める。 
  
・土砂災害に関する災害危険区域の周知 

地域における土砂災害の危険性が理解されるよう、市内の急傾斜地崩壊危険区
域、土砂災害警戒区域等に関する周知とともに避難先や避難情報の発令基準、避難
行動のとり方などをハザードマップの配布や各種防災啓発事業を通じて周知する。 
 

主な個別事業 担当所属 

大規模盛土マップの作成・公表 開発指導課 

既存盛土調査の実施  開発指導課 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１２） 

№ １２   

施策 大雪時における除雪体制の確保 

施策分野 都市基盤 担当部局 建設部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

 本市は太平洋側の内陸に位置する都市であり、年間降雪量は少なく、日本海側の
都市のように市民生活は降雪・積雪への例年的な対応を前提としていない。したが
って、大型除雪機材の確保は十分とはいえず、降雪時は一般的な土木用機材で除雪
することが多くなる。 
 しかしながら、例年 10 日未満の降雪日があり、平成 26 年 2 月を例とする突発
的な大雪の発生可能性は否めないこと、降雪時の初動対応の遅れにより、凍結した
雪の除去に多くの労力を要したことなどを鑑み、除雪の開始基準などを適切に情報
提供し、市民の協力体制の下、ライフラインと移動手段を確保する必要がある。併
せて、降雪時における医療機関や防災拠点施設等へのアクセス性を確保し、円滑な
通行を可能とすることが重要となる。 
 

施策の推進
方針 

 雪害による交通網のまひや物流の停止、市民生活の影響を最小限にするため、事
前の体制整備等を強化する。 
 ・除雪計画、マニュアル等の整備 
   優先して除雪する区間の設定 
   積雪量に応じた除雪の開始基準や初動体制のマニュアル化 
 ・除雪資機材の整備 
   小型除雪機の導入や各施設管理者による除雪機材購入の推進 
   融雪剤等の備蓄 
 ・排雪場所の確保 
   河川管理者や公園管理者との調整 
 ・市民の協力体制の強化 
   初動時期の情報提供、生活道路の除雪協力 
 

主な個別事業 担当所属 

道水路補修改良事業 道路管理課 

東部建設事務所 

 



 

36 

 

■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１３） 

№ １３   

施策 緊急情報等の情報収集・発信体制の確保 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・情報収集体制の整備 
 災害警戒・対応時には、気象情報や災害に関する情報をあらゆる手段を用いて迅
速に収集する必要があることから、新たに開発される情報収集システム等を常に研
究し、導入について検討する必要がある。また、取得した情報を災害警戒・対策本
部全体で迅速に共有する手段についても構築していく必要がある。 
 また、通信インフラに途絶により情報収集が行えない事態を想定しておく必要が
ある。 
 
・情報発信・伝達体制の整備 
 避難情報等の緊急情報が全ての市民に届くよう、現状の情報発信ツールを駆使し
て確実に情報発信を行う必要がある。また、防災行政無線機器の老朽化に伴い令和
７年度中に屋外子局の更新を完了させる予定であるが、更新中も確実に情報伝達が
行えるよう適切に管理・運営を行う必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・情報収集体制の充実 
 防災関連情報の収集のために、地域衛星通信ネットワークや震度情報ネットワー
ク、全国瞬時警報システム(Ｊ－ＡＬＥＲＴ)、気象情報収集システムなどを適切に
維持・運用するとともに、災害対応時における各種情報の全庁的な共有に努める。
また、AI を活用した新たな情報収集システムの導入に向けた研究を進める。 
 また、通信インフラが途絶した際にも早期に復旧できるよう、通信事業者と平時
から訓練等を通して関係を構築する。 
 
・情報発信・伝達体制の充実 
 早期警戒情報や緊急情報を市民に確実に伝達するため、防災行政無線や防災ラジ
オ、緊急速報メール、テレビデジタル放送（Ｌアラート）、まちの安全ひろメール、
ＨＰ・ＳＮＳ、高齢者避難情報コールサービスなど、多様できめ細かな手段による
情報発信体制を整えるとともに、機器及びシステムの維持管理と更新を計画的に進
める。 
 
・災害広報体制の整備 
 発災時の災害広報が迅速に行えるよう、報道機関や関係機関（国、県、警察、消
防局・消防団、自治会、民生委員等）への情報提供の仕組みを整える。 
 
・防災のための個人情報の収集・活用と保護 
 避難行動要支援者制度をはじめとする防災のための個人情報の収集・活用につい
て、個人情報保護条例に則った運用を徹底するとともに、大規模災害発生時におけ
る個人情報の収集・活用についても適切な運用に努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

防災行政無線管理運営事業  防災危機管理課 

防災ラジオ管理運営事業 防災危機管理課 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
 

■ 施策（１３）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

まちの安全ひろメールの登録件数 
防災危機管理

課 

16,200 件 

（Ｒ1 年度） 

20,000 件 

（Ｒ11 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１４） 

№ １４  重点化施策 

施策 災害活動体制の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・災害活動組織の整備及び維持 
 地域防災計画に基づく警戒体制及び対応体制の構築として、全庁的な役割分担や
職員配備区分等を定めて運用を行っているが、所属によっては人員体制が十分に確
保できない面がある。災害警戒の段階から全庁的な協力体制を整備することに加え、
状況に応じて柔軟に人員調整が行える組織体制を構築する必要がある。 
 
・初動対応の共通認識づくり 
 大規模災害発生時の初動において、職員一人ひとりがすみやかに職場参集を行う
とともに、各部局の役割分担を踏まえた初動対応や応急対策をとることができる体
制を確立する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・災害活動組織の整備及び維持 
 防災対策を総合的かつ計画的に推進するため、平時から防災に係る組織体制の整
備と充実を図る。また、災害時の応急対策活動を迅速かつ的確に実施できるよう職
員配備区分、動員体制及び勤務時間外における参集体制の整備を行うとともに、運
用にあわせた柔軟な見直しを適宜行う。 
 
・職員行動マニュアルや大規模災害時業務の整備 
 発災時に迅速かつ的確な初動対応及び災害応急対策が行えるよう、職員行動マニ
ュアルや大規模災害時業務マニュアルを整備するとともに、全庁的な内容確認及び
時点見直しを定期的に行う。 
 
・庁内人材の育成・確保 
 職員を対象にした防災教育の充実に努め、専門的知見を有する職員の確保及び育
成を図る。 
 また、全職員を対象にした防災研修、防災講演会、防災マニュアル等確認の機会
を積極的に設け、職員一人ひとりの防災業務への理解と市役所全体の防災意識の高
揚を図る。 
 

主な個別事業 担当所属 

防災対策推進事業 防災危機管理課 

 



 

38 

 

■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１５） 

№ １５   

施策 要配慮者対策 

施策分野 健康・福祉 担当部局 総務部・福祉部・こども未来

部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・避難行動要支援者制度 
 災害時に避難が困難な障害のある方や高齢者などが安全に避難するため、要支援
者の支援体制を整備する必要がある。 
 
・要配慮者利用施設の避難確保体制の確保 
 浸水想定区域内及び土砂災害危険区域内にある要配慮者利用施設等については、
全ての施設において避難確保計画が作成され、定期的な訓練が実施されるよう促す
必要がある。また、当該施設等が災害にあった場合には、迅速に情報収集を行う必
要がある。 
 

施策の推進
方針 

・避難行動要支援者制度 
 避難行動要支援者制度によって、避難行動要支援者名簿及び個別支援計画の作成
等を通じて地域の要配慮者の情報を関係機関で共有し、避難することが困難な障害
がある方や高齢者について、地域の助け合いによる支援を行う体制を整備する。 
 また、地域に加え、配慮が必要な方に関わる事業所や組織・機関等を含む支援者
全体で連携しながら災害時の支援等が行える仕組みの整備に努める。 
 
・要配慮者利用施設等の避難確保体制の確保 
 浸水想定区域内及び土砂災害危険区域内にある要配慮者利用施設等に対して、避
難確保計画の作成を促すとともに、計画に基づく訓練実施を促進する。また、市と
各施設との連絡・連携体制の仕組みを整え、避難情報等の伝達を迅速に実施できる
体制を確保する。 

さらに、当該施設等が災害にあった場合には、情報収集及び応急対応を行うこと
ができる体制づくりに努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

避難行動要支援者制度 防災危機管理課 

避難確保計画の作成促進及び訓練の実施促進 防災危機管理課 

長寿包括ケア課 

介護保険課 

障害福祉課 

こども支援課 

こども施設課 

保健総務課 

学校教育課 
 

■ 施策（１５）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

要配慮者利用施設における避難確保計

画作成済の割合（水防法関係） 

防災危機管理

課 

88％ 

（Ｒ1 年度） 

100％ 

（Ｒ7 年度） 

要配慮者利用施設における避難確保計

画作成済の割合（土砂災害防止法関

係） 

防災危機管理

課 

100％ 

（Ｒ1 年度） 

100％ 

（Ｒ7 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１６） 

№ １６   

施策 外国人対策 

施策分野 健康・福祉 担当部局 文化スポーツ観光部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・外国人市民の防災知識及び防災意識の普及啓発 
 日本人と比較すると、母国で台風や地震などの災害経験がない在住外国人が多く、
防災に関する意識が低い傾向にある。在住外国人に対し、本市で想定される災害へ
の対策について意識啓発を図る必要がある。 
 
・災害時における組織体制の構築 
 災害時に在住外国人被災者へのスムーズな情報提供、適切な支援につなげること
ができるよう、関係機関も含めた組織体制の構築が必要である。 
 

施策の推進
方針 

・在住外国人への教育普及 
 平時において、出前講座などを活用して本市で想定される災害及び防災について
学ぶ機会を提供し、本市の多文化共生を推進することで、在住外国人だけでなく、
日本人にも共生の意識を高め、地域防災の共同力向上を図る。 
 
・災害時の避難施設多言語化及び周知 
 災害時の避難施設を在住外国人にも周知するため、避難場所表示看板の多言語化
や JIS 規格及び国土地理院で定めるピクトグラムの活用を進める。 
 
・国際交流関係機関との連携による防災体制の確立 
 前橋市国際交流協会をはじめ、関係機関と連携することで、多言語での情報提供
及び災害時一元的相談窓口としての体制を構築し、在住外国人への適切な支援につ
なげる。 
 

主な個別事業 担当所属 

国際交流協会支援事業 文化国際課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１７） 

№ １７  重点化施策 

施策 防災啓発・防災教育の推進 

施策分野 教育・人づくり 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・防災意識及び防災関連行事参加の世代間格差 
 各地域での防災関連行事では、参加者における世代間の偏りが目立ち、主に若年
者や子育て世代の参加を促す必要がある。 
 
・防災分野における多様性への配慮 
 価値観の多様化に伴い、支援や配慮が必要な人を社会全体で支える仕組みを整え
ることが求められている。そのため、災害時の避難所運営をはじめとする防災分野
においても多様性に配慮した仕組みづくりと意識啓発を行う必要がある。 
  

施策の推進
方針 

・市民への防災知識の普及 
 地域行事や防災関連行事等のさまざまな機会を捉え、市民の防災意識向上ととも
に、「自らの命は自らが守る」という自助意識醸成の徹底を図る。 
 
・保育・学校教育・社会教育における防災啓発及び防災教育 
 小中学校を中心とした児童及び生徒に対する防災教育の実施とその充実を図る。
実施にあたっては、定期的に行われる学校行事や地域行事の機会にあわせた実施を
検討するなど、教育活動や生涯学習活動の中で防災啓発及び防災教育が実施できる
よう努める。 
 
・多様性への配慮を取り入れた防災体制の確立 
 男女共同参画やＬＧＢＴへの配慮など、配慮が必要な方のニーズの違いを捉えた
防災対策を進めるため、防災の計画や方針づくりにおいては、多様性への配慮の視
点を取り入れた防災体制づくりに努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

自主防災会活動促進事業 防災危機管理課 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
 

■ 施策（１７）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

出前講座（防災関係）の年間実施数 
防災危機管理

課 

74 回 

（Ｒ1 年度） 

80 回 

（Ｒ7 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１８） 

№ １８  重点化施策 

施策 防災訓練の充実 

施策分野 教育・人づくり 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・市防災訓練の充実 
 災害対応体制を確認するための各種訓練（災害対策本部設置訓練、初動対応訓練、
避難所開設訓練等）を計画的に実施しているが、関係所属等の一部職員を対象にし
た訓練が多いことから、全職員を対象にした防災研修等の機会を充実する必要があ
る。 
 
・関係機関と連携した防災訓練の実施 
 国、県、警察及び自衛隊等の公的機関と連携した訓練は定期的に行っているもの
の、民間事業者や民間関係機関との連携を確認する機会が少ない状況にあるため、
幅広い連携体制を構築維持するためにも、訓練を通じた関係づくりに努める必要が
ある。 
 

施策の推進
方針 

・市防災訓練の充実 
 市の応急対策体制を確立することを目的に、職員動員、情報収集・報告、避難・
救助、通信等の個別訓練を適宜実施するほか、その他災害別の防災訓練などの実施
に努める。 
 
・関係機関と連携した防災訓練の実施 
 関係機関との連携体制の強化を図るための総合防災訓練を定期的に行うほか、福
祉避難所や防災協定・防災協力事業所など、民間事業者との連携体制を確認するた
めの訓練企画の充実を図る。 
 

主な個別事業 担当所属 

総合防災訓練運営事業 防災危機管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（１９） 

№ １９   

施策 防災備蓄の充実 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・公助による防災備蓄の確保 
 これまで計画的な購入と更新を進めてきた防災備蓄について、可能な限り年度間
予算の平準化に努めながら、必要量を確保・維持できるよう努める必要がある。 
 また、備蓄を行う品目について、配慮が必要な方のための食糧及び生活用品（流
動食、アレルギー食、液体ミルク、オムツ、生理用品など）の充実を検討する必要
がある。 
 
・防災倉庫の整備 
 公助による防災備蓄については、各避難所の備蓄倉庫や拠点倉庫に計画的に配備
するとともに、倉庫の配置箇所や備蓄量及び内容についても適切に整備・更新して
いく必要がある。 
 
・自助による備蓄の推進 
 災害に備えた食糧や生活用品の備蓄は、各家庭それぞれにおいて用意することが
基本であることを広く啓発する必要がある。 
 
・共助による備蓄の推進 
 地域における防災備蓄の充実を促し、自助では対応しきれない部分と公助ではき
め細かくフォローできない部分を共助によって解決を図る必要がある。 

施策の推進
方針 

・公助による防災備蓄の確保 
 災害発生の初動時から、避難者及び被災者に対して必要な食糧、飲料水（ペット
ボトル飲料水）及び生活用品が提供できるよう、被害想定を踏まえた防災備蓄を指
定避難所それぞれに必要数ずつ配備するとともに、配慮が必要な方のための食糧や
生活用品の備蓄にも努める。また、防災備蓄の点検及び棚卸を定期的に行い、耐用
年数や賞味期限のあるものの随時入換えを行うなど、備蓄品の適正な管理に努め
る。 
 さらに、災害応急対策の円滑化を図るため、食糧や生活必需品、資機材、燃料な
どについては、流通備蓄や応援物資から調達できるよう、災害時支援協定等による
物資調達体制を万全にしておく。 
 
・トイレ対策 
 災害発生初動時から問題となるトイレへの対策として、避難所開設初動の段階か
らすみやかに対応できるよう防災備蓄に簡易トイレや便袋を十分に確保すること
とする。このほか、マンホールトイレの整備や協定を活用した仮設トイレ等の確保
など、多様な方策によって柔軟に対応できる体制を整える。 
 
・自助による備蓄の推進 
 世帯の状況に応じた３日分以上の食糧等を非常時に持ち出しできる状態で備蓄
するよう促す。また、アレルギー対応食や医薬品などのそれぞれの事情によって必
要となる備蓄についても平時から準備しておくよう啓発を行う。 
 
・共助による備蓄の推進 
 自主防災組織を中心とした地域単位の防災備蓄（食糧や飲料水等）が充実される
よう促す。また、自主防災組織が発災時等に活用する防災用資機材についても、補
助制度等によって充実を促す。 
 
・防災用資機材等の充実 
 災害対応のための応急活動用資機材及び救助・救出用資機材については、防災活
動拠点の整備と関連づけて整備充実を図る。 

主な個別事業 担当所属 

災害備蓄食糧及び資機材購入事業 防災危機管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２０） 

№ ２０   

施策 消防救急体制の充実・強化 

施策分野 都市基盤 担当部局 消防局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・救急活動の充実 
 大規模自然災害発生時、多数の傷病者等が発生した場合に、救急車の不足により、
救急救命処置や医療機関への搬送等の救急活動が遅延する恐れがある。救急隊等に
よる救急救命処置が開始されるまでの間、現場に居合わせた市民、自主防災会及び
事業所等による応急手当の協力が必要である。 
 
・消防力の充実強化 

大規模自然災害発生時には被害が広範囲となるため県内外から派遣される消防
応援隊が必要となる。   
 

施策の推進
方針 

・救急活動の充実 
 大規模自然災害発生時、多数の傷病者に対し、必要な応急手当を迅速かつ的確に
実施するため、応急手当の普及啓発を引き続き行う必要がある。市民に対しては、
応急手当に関する講習を通じて知識や技術を広めることにより、救急隊等の連携を
強化し、救急活動の充実を図る。 
 
・広域応援体制の充実 
 県内消防応援隊、緊急消防援助隊等の応援が必要不可欠であるため、各種計画に
基づく合同訓練等により検証し、連携及び受援体制の強化を図る。                                                                                                                               
                                                                         

主な個別事業 担当所属 

救急体制充実事業 救急課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２１） 

№ ２１  重点化施策 

施策 消防施設・装備の充実強化 

施策分野 都市基盤 担当部局 消防局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・大地震被災時における各消防署の防災拠点機能の維持 
 地域防災計画や耐震改修促進計画に基づき、消防庁舎（消防局・中央消防署及び
１０消防署）の耐震化を計画的に進めているが、本市が新耐震基準の想定（震度６
から７）を上回る大地震に被災した場合、庁舎や車庫が倒壊・崩壊等の損害を受け、
職員の負傷や消防車両の損壊等により迅速かつ十分な出動体制が確保できない可能
性がある。 
 
・消防力の充実強化 
 大規模自然災害等発生時において、火災が発生した場合に消火水の確保が困難と
なるため、消火栓や耐震性貯水槽の計画的な設置が必要である。車両及び資機材の
老朽化により性能低下や故障が多くなり、災害活動時の消防力の低下が懸念される
ため、車両及び資機材の定期的な更新整備が必要である。    
 

施策の推進
方針 

・大地震被災時における各消防署の防災拠点機能の維持 
 市有施設予防保全計画や建築基準法第１２条点検の結果を踏まえた施設の維持管
理を行い、庁舎の重要かつ安全管理上必要な部位に破損等が確認された場合は、速
やかに修繕対応を行うか早期改修を計画する。 
 
・河川氾濫時等における消防局庁舎の防災拠点機能の維持 
 現状における庁舎の受電・発電設備設置場所は、地上からの水の流入のほか地下
水の流入も想定されるため、設置場所の変更等、費用対効果を踏まえて今後の対策
について検討していく。また、最悪の事態として庁舎機能がダウンした場合におけ
る、各消防署との連携や隣接消防本部への応援要請についても検討する必要がある。 
 
・消防水利の整備 
 市内全域を対象として、消火栓及び耐震性貯水槽の計画的な設置を図る。                                                                                
 
・車両及び資機材の充実強化について 
 災害活動において、迅速な消防活動を展開するための阻害要因として車両及び資
機材の老朽化による性能低下や故障があり、この阻害要因を排除するためには、定
期的な更新が必要であることから、継続して車両及び資機材の更新整備を行い、消
防力の充実強化を図る。 
 また、緊急消防援助隊に登録することにより、国から車両及び資機材の無償貸与
や国庫補助が可能であり、所有車両の更新効率が向上するため、登録隊数を維持す
る。 
 

主な個別事業 担当所属 

消防庁舎等建設事業 消防局総務課 

消火栓整備事業 警防課 

耐震性貯水槽建設工事 警防課 

消防車両整備事業 警防課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２２） 

№ ２２  重点化施策 

施策 消防団の機能強化 

施策分野 都市基盤 担当部局 消防局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・消防団の状況 
 就労構造の変化による被雇用者の増加、高齢化社会の進展等により消防団員は
年々減少し、地域防災力の低下が懸念されており、近年、頻発する大規模災害に対
応するためには、消防団員の確保や資質の向上などの消防組織の充実・強化が必要
である。 
 
・消防団車両の状況 
 消防団に配備している消防団車両は、多くの車両が配備から１０年以上経過し、
老朽化による性能低下や故障が多くなり災害活動時の消防力低下が懸念されるた
め、車両の定期的な更新整備が必要である。 
 
・車庫詰所の状況 
 消防団員が災害対応を行うための拠点である車庫詰所は、多くの施設が築３０年
前後経過しており、老朽化が課題であるため、適切な維持管理による機能保全及び
改修による長寿命化を図り、組織基盤の強化を図る必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・消防団員確保 
 消防団員の処遇改善や特典の拡大に努めるとともに、あらゆる機会を捉え学生や
女性の入団を促進するなど、消防団員確保のための施策を推進する。 
 
・消防団の機能強化 
 地域防災力向上のため、消防団の拠点施設である車庫詰所、消防団車両、装備品
等の計画的な改修・更新を図り、消防団の体制・装備・災害対応力の充実強化を推
進する。 
 

主な個別事業 担当所属 

消防団車両整備管理事業 警防課 

消防団運営事業 消防局総務課 

消防団車庫詰所整備管理事業 消防局総務課 
 

■ 施策（２２）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

消防団員確保 消防局総務課 
1,073 人 

（Ｒ２年度） 

1,160 人 

（Ｒ11 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２３） 

№ ２３  重点化施策 

施策 社会福祉施設等の整備 

施策分野 健康・福祉 担当部局 福祉部、こども未来部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・社会福祉施設の整備 
 社会福祉施設について、国土強靱化地域計画に位置付けて、耐震化や防災に関連
した整備及び改修等を行う必要がある。 
 
・社会福祉施設の耐震化 

社会福祉施設では利用者の安全確保を図るため、耐震化整備を推進していくこと
が必要である。 
 

施策の推進
方針 

・社会福祉施設の整備 
 児童福祉、高齢者、障害者施設等の社会福祉施設について、国土強靱化地域計画
に位置付けるとともに、国の交付金等を活用することにより、耐震化や防災に関連
した整備及び改修等を行っていく。あわせて、社会福祉施設事業者からの要望等に
基づいて、計画的に社会福祉施設の整備及び改修等を支援する。 
 

主な個別事業 担当所属 

社会福祉施設等の整備 社会福祉課 

長寿包括ケア課 

介護保険課 

障害福祉課 

指導監査課 

こども支援課 

こども施設課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２４） 

№ ２４   

施策 災害時医療体制の整備 

施策分野 健康・福祉 担当部局 健康部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・災害時の医療機関との連携 
 災害により通常の医療体制では対応できない多数の患者発生時や医療機関の被災
時に医療ニーズに応じた医療救護活動を円滑に実施することが求められている。市
民の医療需要に即応する、迅速かつ的確な情報伝達、災害拠点病院や群馬県との緊
密な連携、避難所への医療チーム（DMAT や保健師など）の派遣調整などが必要と
なる。 
 

施策の推進
方針 

・災害医療情報の収集伝達体制の整備 
  現行の国の広域災害救急医療情報システムや群馬県広域災害・救急医療情報サー
ビスを活用するとともに迅速かつ的確な情報の収集伝達ができる通信手段や情報収
集の仕組みづくりに努める。 
 
・医療関係団体との協力体制の確立 
 平時において、前橋市災害医療保健対策会議の開催による市と関係団体（県、災
害拠点病院、医師会、歯科医師会、薬剤師会）との連携強化と情報共有を図る。 
 
・災害拠点病院等の防災関係機関と連携した訓練を通じた対応力の向上 
 年に１回程度関係機関と連携した災害を想定した訓練を行うことにより、相互の
連携を強化し、災害対応力の向上を図る。 
 

主な個別事業 担当所属 

災害医療保健対策訓練の実施 保健総務課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２５） 

№ ２５   

施策 福祉避難所運営体制の整備 

施策分野 健康・福祉 担当部局 総務部・福祉部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・福祉避難所に関する体制整備 
 福祉避難所として指定している施設（市有施設及び民間社会福祉施設等）ととも
に、福祉避難所開設の流れや開設に係る手続等、福祉避難所の体制や対応について
の認識を共有する必要がある。 
 
・福祉避難所に関する周知 
 福祉避難所の開設時期や避難の流れについての市民周知を行うことに加え、自治
会や自主防災組織、民生委員、地域包括支援センター等の地域の要配慮者支援関係
者とともに、仕組み等の共通認識を持つ必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・福祉避難所に関する体制整備 
 福祉避難所指定施設に対し、協定に係る意向確認を行うほか、緊急連絡先確認や
開設手続に関する訓練等を定期的に実施するなどして、福祉避難所体制の維持に努
める。 
 
・福祉避難所に係る周知 
 福祉避難所に関する市民理解を高めるため、自主防災訓練や出前講座などを通じ
て地域における周知に取り組むとともに、要配慮者支援関係者を対象にした研修等
を行う機会を積極的に設け、関係者の理解と協力を得られる体制づくりを推進する。 
 

主な個別事業 担当所属 

防災対策推進事業 防災危機管理課 

社会福祉課 



 

49 

 

■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２６） 

№ ２６   

施策 感染症等予防対策 

施策分野 健康・福祉 担当部局 健康部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・感染症対策 
 災害時における感染症の発生防止のためには、平時から予防接種や生活環境を衛
生的にしておく必要がある。予防接種法に基づく麻しん・風しんワクチンの接種率
は、第１期が 98.4％、第２期が 98.5％（R1 年度)となっている。国の目標接種率
95％は超えているが、引き続き接種率の維持向上に向け普及啓発等により一層努め
ていく必要がある。 
 
・衛生的で良好な避難所環境の確保 
 避難所など平時と異なる衛生環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、避難所にお
ける室内環境、トイレやごみ保管場所の適正管理など、助言・指導を行っていく必
要がある。 
 
・医療関係団体との連携体制の構築 
 感染症の集団発生による医療救護班や医療機関への患者の過度の集中を防ぐた
め、避難所を中心として感染症対策（発生予防・拡大防止等）を実施できるよう、
研修会や訓練などを通じ、保健活動、疫学調査、医療救護などとの連携体制を構築
する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・予防接種の促進や感染症対策への啓発 
 災害時における感染症の発生防止のため、平時から予防接種の勧奨や、感染症の
予防啓発について、周知を図り、取組を促進する。 
 
・衛生的で良好な避難所環境の確保 
 避難所など平時と異なる衛生環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、避難所にお
ける室内環境、トイレやごみ保管場所の適正管理など助言・指導を行うための体制
整備を図る。 
  また、避難所内における感染症等拡大防止のため、必要な措置をとるとともに、
災害時に感染症等対策のための防災備蓄（段ボールベッドやパーテーション等の生
活環境のための資機材や衛生用品）が適切に確保できる体制の整備を行う。 
 
・医療関係団体との連携体制の構築 
 感染症の集団発生による医療救護班や医療機関への患者の過度の集中を防ぐた
め、避難所を中心として感染症対策（発生予防・拡大防止等）を実施できるよう、
研修会や訓練などを通じ、保健活動、疫学調査、医療救護などとの連携体制を構築
する。 
 

主な個別事業 担当所属 

予防接種事業 保健予防課 

感染症予防事業 保健予防課 

災害医療保健対策訓練の実施 保健総務課 

災害備蓄食糧及び資機材購入事業 防災危機管理課 
 

■ 施策（２６）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

麻しん・風しんワクチンの接種率 保健予防課 

第１期 98.4％ 

第２期 98.5％ 

（R1 年度) 

95.0％ 

（毎年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２７） 

№ ２７   

施策 指定緊急避難場所・指定避難所等の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・避難所等の選定・整備 
 災害別に開設可否を判断することとしている避難所に関して、地域の要望や地域
内の開設箇所数等のバランスを踏まえ、早期避難を行う避難所と緊急避難を行う避
難所など、避難所体制について柔軟に検討する必要がある。 
 
・避難所等の充実 
 指定避難所の施設及び設備に関して、避難生活が長期化することも想定し、設備
の更新・充実を図る必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・避難所等の選定・整備 
 災害の種類や規模、警戒レベルに応じた避難行動を的確に呼びかけることができ
るよう、指定緊急避難場所や指定避難所、福祉避難所、自主避難所を十分に確保す
ることに努める。  
 
・避難所等の充実 
 想定を超える大規模災害が生じた場合や、感染症対策によってより多くの避難者
スペースが必要となる場合に備え、市指定避難所以外の市有施設、県有施設（学校
を含む）、市内にある国関連施設（国立赤城青少年交流の家や公務員宿舎をはじめと
する国有施設）及び旅館・ホテル等の民間施設の避難所利用に関して関係機関と協
議を行うなど、状況に応じて柔軟に対応できる避難所体制の構築に努める。 
 また、避難所の運営に必要な資機材等を計画的に配備するとともに、避難者が生
活する上で必要となる換気、照明、非常用電源、情報通信機器等のほか、洋式トイ
レ、空調など、施設の安全確保や環境改善につながる整備を計画的に進める。 
 
・防災拠点の整備 
 市有の文化施設やスポーツ施設、道の駅等を整備する際に、防災拠点として活用
できる機能を含めた整備を行い、避難所等の防災拠点数を順次増やし、防災体制の
強化を図る。 
 

主な個別事業 担当所属 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２８） 

№ ２８   

施策 教育施設の長寿命化対策 

施策分野 都市基盤 担当部局 教育委員会事務局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・防災拠点としての施設整備 
 築後４０年以上経過した校舎が約７０％あり、施設の老朽化対策が必要である。 
 また、校舎及び体育館共に構造躯体の耐震化は全て完了したが、非構造部材の外
壁・照明器具落下防止対策が必要である。 
 
・災害時避難所としての施設環境整備 
 学校施設は避難所として利用されるため、高齢者、障がい者等の要配慮者に対応
できるトイレの洋式化、エアコンの整備及びスロープ整備等のバリアフリー化が必
要である。また、環境改善を図るため照明のＬＥＤ化推進が必要である。 
 

施策の推進
方針 

・防災拠点としての施設整備 
 施設の老朽化対策として、前橋市教育施設長寿命化計画に基づき、国庫補助を利
用した長寿命化改良や屋上防水・外壁改修等の予防保全工事を順次行う。  
 防災機能強化事業として、外壁等の落下防止工事を行う。また、給水槽、配水管
及びプールの耐震化工事等を行う。  
 建築基準法及び消防法に基づく法定点検を定期的に実施し、建物の効率的な維持
管理及び長寿命化を図る。  
 防犯対策に必要な施設整備工事を行う。 
 
・災害時避難所の施設環境整備 
 校舎トイレの洋式化、ドライ化を進め、今後概ね１０年で洋式化率８０％を目標
とする。 
 全ての普通教室でエアコンの設置が完了し、今後順次更新を行う。特別教室は利
用頻度の高い教室へのエアコン設置の検討と既設エアコンの更新を行う。 

バリアフリー化では、敷地内及び建物内のスロープ整備、多目的トイレの整備、
エレベータの整備を順次行う。 

環境改善及び省エネ化として、ＬＥＤ化及び体育館アリーナの調光機能付きＬＥ
Ｄ化を順次行う。 

 屋外教育環境（グラウンド）の暗渠排水等を整備し、環境改善を行う。 
 

主な個別事業 担当所属 

大規模改造事業 教育施設課 

長寿命化改良事業 教育施設課 

防災機能強化事業 教育施設課 
 

■ 施策（２８）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

学校トイレの洋式化率 教育施設課 
51％ 

（R2 年度） 

80％ 

（R10 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（２９） 

№ ２９  重点化施策 

施策 避難収容及び避難所運営体制の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・避難所の周知と避難誘導体制の整備 
 災害時の避難行動は、地域や場所によって安全確保の内容が異なることを周知す
るなど、市民一人ひとりの避難に関する理解力を高める必要がある。また、避難行
動要支援者の避難行動についても、地域全体で包括的に支援できる体制づくりを促
す必要がある。 
 
・避難所運営関係団体の連携促進 
 指定避難所の運営が長期に及ぶときには、市、学校及び地域が連携して、避難所
運営を行う必要があるため、避難所に関わる関係団体間の関係づくりとともに、避
難所に関する理解と協力を深める機会を継続的に設け、万が一のときに円滑に対応
できる体制を構築する必要がある。 
 
・避難所運営のデジタル化推進 
 発災直後は、多くの避難者が一度に避難して来て、受付に膨大な時間を要すると
ともに、避難者の一覧をデータ化するのも相当な時間が掛かると想定され、被害の
実態把握に遅れが生じる恐れがある。 
 

施策の推進
方針 

・避難所の周知と避難誘導体制の整備 
 災害発生時に安全かつ円滑な避難行動がとられるよう、平時から、ハザードマッ
プやマイタイムラインなどを活用した避難先及び避難行動に関する防災啓発に努め
る。また、避難に関して、自治会や自主防災組織等の協力を得ながら、避難行動要
支援者を含めた地域全体で避難誘導・避難行動がとられる体制づくりを推進する。 
 
・指定避難所運営体制の確保 
 避難所担当職員の指名や全庁的な応援体制を継続して整備するとともに、避難所
運営マニュアルの整備や避難所開設訓練の実施を定期的に行うことによって、指定
避難所の開設・運営体制を確保する。 
 また、避難所に指定している学校について、教育活動の継続及び早期再開に配慮
した避難所の施設利用がなされるよう、学校職員を含めた訓練及び研修の定期的な
実施に努める。 
 
・避難所運営関係団体の連携促進 
 指定避難所運営に関わる学校や地域等の関係団体同士の連携に向け、学校施設を
活用した避難所開設訓練の実施を促すとともに、避難所となる学校施設の現地確認
や運営体制を確認する機会づくりに努める。 
 
・応急仮設住宅対策 
 災害によって住家が滅失するなどした被災者に対し、早期に一時的な居住の安定
を提供できるよう、避難所運営と並行して、応急仮設住宅（公営住宅や民間賃貸物
件の空家提供を含む）を確保・提供できる体制づくりに努める。 
 
・帰宅困難者対策 
 公共交通の停止等によって一時的に生じる帰宅困難者に対し、緊急的に避難でき
る場所を駅等の周辺に確保するとともに、鉄道事業者をはじめとする関係事業者と
の連携体制づくりに努める。 
 
・避難所運営のデジタル化 
 避難所において避難者を円滑に受入れるとともに、発災直後の混乱した状況にお
ける被災住民の安否確認等、個人確認を迅速かつ正確に行うため、デジタル等新技
術の活用を検討する。 
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主な個別事業 担当所属 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
 

■ 施策（２９）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

避難所関連の庁内訓練・研修の実施回

数 

防災危機管理

課 

4 回 

（R1 年度） 

6 回 

（R7 年度） 

自主防災組織等主催の避難所関連訓練

の実施数 

防災危機管理

課 

10 回 

（R1 年度） 

20 回 

（R7 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３０） 

№ ３０  重点化施策 

施策 業務継続体制の確保 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・防災中枢機能等の確保・充実 
 災害発生時に災害対策本部が機能するよう、平時からインフラや設備を整備して
おくとともに、訓練を通して活用方法等について習熟しておく必要がある。 
 
・市役所全体における業務継続性の確保 
 業務継続計画における応急対策業務や緊急時優先業務について、対象業務の業務
執行に必要な人員等をあらかじめ想定し、受援を念頭に置いた業務継続体制を整理
しておく必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・防災中枢機能等の確保・充実 
 災害発生時にすみやかに災害応急活動体制をとることができるようにするため、
災害対策本部（リエゾン等が活動する部屋を含む。）及び現地災害対策本部を設置す
る庁舎等における防災機能（安全性能、非常用発電、システムのバックアップ等）
の確保・充実を図る。 
 
・市役所全体における業務継続性の確保 
 被災時においても応急対策業務や緊急時優先業務が継続して実施できるよう、業
務継続計画の全庁的な点検を定期的に実施するとともに、必要に応じた見直しを行
う。これにあわせて、業務継続に関連した全庁的な防災訓練についても定期的な実
施に努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３１） 

№ ３１  重点化施策 

施策 市有施設の長寿命化対策 

施策分野 都市基盤 担当部局 財務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・市有施設の長寿命化対策 
 高度経済成長期に整備された庁舎やインフラ施設などの市有施設の中には、老朽
化による建替え・改修の時期を迎えたものがあり、施設の適正化や維持管理、予防
保全等の長寿命化対策などを適切に実施しなければ、災害時に防災拠点等としての
機能を果たせなくなるおそれがある。 
 

施策の推進
方針 

・市有施設の長寿命化対策 
 老朽化した市有施設の適切な維持管理を実施するため、前橋市公共施設等総合管
理計画等の各種計画に基づき、公共施設の適正化、施設点検の充実や事後保全の適
正実施などの老朽化対策、防災拠点の予防保全等を進める。 
 

主な個別事業 担当所属 

資産利活用推進事業 資産経営課 
 

■ 施策（３１）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

市有施設予防保全工事の実施件数（累

計） 
資産経営課 

２０件 

（R２年度） 

２８件 

（R９年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３２） 

№ ３２   

施策 大規模災害における広域連携 

施策分野 都市基盤 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・広域連携体制の整備 
 自治体間の広域連携については、協定締結自治体と平時からの関係づくりに努
め、協定の実行性を確保する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・災害時相互応援体制の確保 
 被災時に迅速かつ効果的に応援を受けられる体制については、応急対策職員派遣
制度による支援を基本とするが、を自治体間の相互応援協定等によってより迅速で
相互のニーズに合った相互応援の仕組みを整備・充実する。 
 このため、既に協定を締結している自治体と情報交換や防災訓練への相互参画を
通じて交流を深めるとともに、相互応援にかかる応援及び受援の流れを円滑に進め
られるよう、応援計画及び受援計画の定期的な内容確認及び点検に努める。 
 
・広域連携体制の整備 
 大規模な水害等が発生した場合には、市役所の枠組み及び市域を超えた広域的な
災害対応体制が必要になると考えられることから、防災分野における近隣自治体と
の連携・協力体制について研究・協議を進める。 
  

主な個別事業 担当所属 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３３） 

№ ３３   

施策 業務継続計画（民間事業者）の策定促進 

施策分野 産業振興 担当部局 産業経済部 

脆弱性評価 
（ 現 状 及 び
課題） 

・サプライチェーンの寸断による生産力の低下 
災害時には自社及び取引先等の操業停止によってサプライチェーンの寸

断が予想され、事業者の生産力低下を招くとともに、ひいては市内経済の停
滞につながる恐れがある。 
 
・事業者の防災・減災に対する問題意識 

事業規模が小さい事業者ほど、防災や BCP 策定に対する意識が低い傾向
にある。小規模事業者をはじめとする市内事業者に災害リスクに対する正し
い知識を習得してもらい、減災や事業継続のために必要な対策を実施するよ
う促す必要がある。 
 

施 策 の 推 進
方針 

・自然災害への事前の備えや事後のいち早い復旧を事業者に図ってもらうた
め、前橋商工会議所等各種支援機関と連携を図りながら、市内事業者に対し
て事業継続計画（BCP）や事業継続力強化計画の策定を促すとともに、状況
に合わせて計画の見直し・更新などの継続的支援を行っていく。 
 
・事前の対策 
 経営相談時や、広報、ホームページ、SNS 等において、国や県の施策及び
リスク対策の必要性、減災策、保険制度の概要等を周知する。また、関係機
関と連携しながら、セミナー開催や専門家派遣などを通して業者 BCP 策定
のために必要な指導・助言を行うとともに、策定後も計画の随時更新や訓練
を促すなどフォローアップを継続していく。 
 
・発災後の対策・復興支援 
 迅速な報告及び指揮命令、関係機関との連携を円滑に行うことができる体
制を速やかに構築する。また、被災した事業者に対する支援として相談窓口
の開設や支援策の周知を行う。 
 

主な個別事業 担当所属 

事業者支援のための専門家派遣 産業政策課 

事業継続力強化計画策定支援セミナー開催 産業政策課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３４） 

№ ３４   

施策 農業生産基盤の整備 

施策分野 産業振興 担当部局 農政部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・農業水利施設の維持・保全  
 老朽化が進行する農業水利施設の維持管理を強化し、安定的な農業用水の確保を
図るとともに、災害時にも迅速に対応できる強靭なインフラの整備を進める。これ
により、農業用水の供給能力を維持し、災害に強い農業基盤を構築することが求め
られる。 
 
・農業水利施設の維持・保全 
 老朽化が進行した農業水利施設において、災害時の機能維持や迅速な復旧を可能
にするため、施設の長寿命化を図る保全計画の策定を進め、計画に基づいた保全・
維持管理対策を強化する。これにより、農業水利施設の持続可能な運用と強靭化を
進める 
 

施策の推進
方針 

・農業生産基盤の推進  
 県が造成した基幹農業水利施設については、長寿命化と機能向上を目的とした保
全計画の策定を支援するための調査や、保全対策工事に対する負担金を支出するこ
とで、施設の適切な維持管理を推進する。 
 
・災害リスク軽減のための農業水利施設の溢水対策  
 台風や集中豪雨等による下流域地域への溢水被害が懸念される農業水利施設に
ついては、防災・減災の観点から、堰の自動化、水路の改修などの対策を行う。こ
れらの調査や対策工事に対して、県に負担金を支出することで迅速な対応を促進す
る。 
 
・農業の生産性向上と防災・減災の両立 
 農業の生産性向上を目指し、小区画・不整形農地の区画整理を計画的に推進する。
また、豪雨等の異常気象時に備えた防災・減災対策として、農業用排水路の整備や
堰の自動化・遠隔操作化を推進し、農業生産基盤の強化を図る。 
 
・ICT や先端技術の活用 
 施設の維持管理や運用において、ICT や新技術を活用し、効率的な監視・制御体
制を整備する。これにより、自然災害発生時における迅速な対応を可能にし、地域
の農業基盤を強靭化する。 

主な個別事業 担当所属 

農山漁村地域整備交付金 農村整備課 

農村地域防災減災事業 農村整備課 

農業水路等長寿命化・防災減災事業 農村整備課 
 

■ 施策（３４）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

ほ場整備面積（土地改良事業） 農村整備課 
11,181 ha 

（R2 年度） 

11,243 ha 

（R7 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３５） 

№ ３５  重点化施策 

施策 再生可能エネルギーなど分散型電源の導入促進 

施策分野 都市基盤 担当部局 環境部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・災害により既存のエネルギー供給網が停止した場合、電力供給が停止し、市民生
活や社会経済活動に大きな影響を及ぼすため、非常時でも最低限のエネルギーを確
保できるよう自立分散型エネルギーの導入を推進する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・災害時に電源を確保するため、エネルギー供給源の多様化が図れるよう、再生可
能エネルギー・ガスコージェネレーション等のエネルギーや蓄電池等を活用した自
立分散型エネルギーの導入の推進を図る。 
 
・再生可能エネルギー・家庭用燃料電池等のエネルギーや蓄電池等の導入の推進を
図るため再エネ・省エネ機器等の設置導入者に対して引き続き設置導入費用の一部
を補助する。 
 

主な個別事業 担当所属 

家庭用ゼロカーボン補助事業 環境政策課 

新エネルギー等管理運営事業 環境政策課 
 

■ 施策（３５）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

新エネ導入状況（地球温暖化防止実行

計画） 
環境政策課 

297,461kw 

（Ｒ1 年度） 

598,184kw 

（Ｒ12 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３６） 

№ ３６  重点化施策 

施策 水道施設の老朽化対策 

施策分野 都市基盤 担当部局 水道局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・管路の老朽化 
 法定耐用年数を超過した管路が年々増加し、耐震化率も低い状態にある。また、
地域防災計画などに位置付けられた災害対策本部や災害拠点病院など、災害発生時
に重要な役割を担う施設への配水経路においても同様であり、計画的に耐震管へ更
新していく必要がある。 
 
・水道施設の老朽化 
 昭和 40 年代、50 年代に造られた配水池、電気室等は耐震性も無く、老朽化が著
しいため、災害発生時に電気又は機械設備等の故障により、配水に支障が出る可能
性がある。 
 

施策の推進
方針 

・管路の老朽化 
 災害発生時に重要な役割を担う施設を優先的に整備しながら、老朽管及び未耐震
管の耐震化を進めていく。 
 また、ＡＩを用いて管路の漏水リスク解析及び管路更新計画を策定し、漏水リス
クの高い管路や重要度の高い管路を優先的に選定して耐震管へ更新することによ
り、効率的な耐震化を図る。 
 
・水道施設の老朽化 
 配水池、電気・機械設備等を、計画的に更新や改修をする。  
 

主な個別事業 担当所属 

重要給水施設管路耐震化事業 ほか 水道整備課 

水道施設更新事業 浄水課 
 

■ 施策（３６）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

基幹管路の耐震適合率 水道整備課 
47.７％ 

（Ｒ1 年度） 

54.1％ 

（R7 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３７） 

№ ３７   

施策 事業継続計画（上水道）の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 水道局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・応急給水、応急復旧体制の強化 
 災害時に備え、平時からマニュアルの整備や管路図の更新に努めるとともに、有
事の際には迅速かつ的確な災害応急活動を実施する必要がある。 
 
・協力体制の整備 
 大規模災害により甚大な被害が発生した場合、本市職員だけで災害対応を行うこ
とは困難であり、他の水道事業体など外部から効果的に応援を受ける必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・応急給水、応急復旧体制の強化 
 災害時において被害状況の迅速かつ的確な把握及び円滑な応急復旧を実施でき
るよう、平時から管路図の整備やマニュアルの点検等を行うとともに、災害訓練な
どを通じて職員一人ひとりの役割分担を踏まえた初動対応や応急対策をとること
ができる局内体制の確立に努める。 
 
・協力体制の整備 
 災害時において迅速な応急給水及び応急復旧活動等に必要な情報を収集すると
ともに、資機材や復旧要員等の応援がスムーズに得られるよう、関係団体等と協定
を締結するなど協力体制の確保に努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

災害時対応マニュアル等の整備・更新 経営企画課 

水道整備課 

浄水課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３８） 

№ ３８  重点化施策 

施策 汚水処理施設の老朽化対策 

施策分野 都市基盤 担当部局 水道局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・下水道施設の耐震化 
 大規模自然災害が発生し、被災した際にも重要幹線管路や重要な緊急輸送路に埋
設されている管路の機能確保のために耐震化を進める必要がある。 
 
・下水道施設の老朽化対策 
 下水道施設は、建設から長期間が経過した施設が多く、老朽化が進行している。
大規模災害時においても必要な機能が発揮できるように老朽化対策の実施により、
施設を良好な状態に保持する必要がある。 
 
・地域し尿処理施設の老朽化と利用人口の減少 
 各住宅団地造成から 40 年近くが経過し、高齢化による人口減少期を迎えると同
時に機器設備の大規模更新時期が迫っている。大規模災害発生時にも施設の機能を
維持するために、更新計画の策定や他施設との統合検討が喫緊の課題である。 
 

施策の推進
方針 

・下水道施設の耐震化 
 第７次総合計画に基づき、災害に強い下水道システムの構築を推進しており、国
の下水道総合地震対策事業を活用して緊急度・重要度の高い重要な幹線（第１次緊
急輸送路に埋設されている管渠、重要な圧送管等）の耐震性確保を行っている。 
また、その他の重要度の高い幹線や、急所施設、重要施設に接続する下水道につい
ても、総合地震対策計画等に位置付けて適宜、耐震化を図る。 
 
・下水道施設の老朽化対策等 
 下水道施設の老朽化対策については、下水道事業全体を一体的に捉えたストック
マネジメント計画を作成し、施設全体の持続的な機能確保及びライフサイクルコス
トの低減を図り、国の下水道ストックマネジメント支援制度を活用して、計画的な
改築更新を行う。 

また、老朽化した単独浄化槽の合併浄化槽への転換を支援するとともに、生活雑
排水未処理世帯及び公共下水道への接続困難な世帯への設置を促進する。 
 
・地域し尿処理施設の耐震化・機能確保 
 農業集落排水処理施設や流域下水道（群馬県汚水処理計画長期計画）との施設統
合に向けた協議、調整を進めるとともに、必要な調査や計画策定及び固定資産整理
等を行う。施設耐震化については、統合協議の進捗状況を見極めながら検討してい
く。 
 

主な個別事業 担当所属 

下水道総合地震対策事業 下水道整備課 

ストックマネジメント支援制度 下水道整備課 

合併処理浄化槽設置補助事業 下水道整備課 

ごみ政策課  

住宅団地排水処理施設管理事業 ごみ政策課 
 

■ 施策（３８）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

緊急度・重要度の高い重要な幹線の耐

震化率 
下水道整備課 

71.9％ 

（R1 年度） 

90.1％ 

（R7 年度） 

合併処理浄化槽汚水処理人口普及率 
下水道整備課 

ごみ政策課 

12.6％ 

（R1 年度） 

16.8％ 

（R９年度) 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（３９） 

№ ３９   

施策 事業継続計画（下水道）の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 水道局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・事業継続計画（下水道ＢＣＰ）の策定 
 災害時における下水道機能の継続・早期回復は、発災後から対応を始めるのは困
難であるため、事業継続計画を策定し、有事の際には迅速かつ的確な災害応急活動
を実施する必要がある。 
 
・協力体制の整備 
 災害時における下水道機能の早期回復を行うためには、水道局職員のみで対応す
ることは、人員や機材等の面で困難であるため、民間企業との協力体制を構築する
必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・事業継続計画（下水道ＢＣＰ）の策定 
 大規模災害が発生した場合には行政自身も被災し、リソース等が制約を受けるな
か、下水道機能を回復させることが困難になるため、優先的に行うべき業務を事前
に定め、できるだけ早い期間で業務の復旧及び平常への復帰を目的に下水道業務継
続計画を平成２７年に策定した。有事の際にはＢＣＰが有効に機能するために研修
や訓練を定期的に行う。 
 
・協力体制の整備 
 下水道施設が被災した場合にその応急措置の協力について、群馬県と前橋市他３
０自治体及び、公益社団法人日本下水道管路管理業協会とで協定を締結するなど、
協力体制の確保に努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

下水道業務継続計画の策定、訓練 下水道整備課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４０） 

№ ４０   

施策 農業集落排水施設の老朽化対策 

施策分野 都市基盤 担当部局 水道局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・施設の老朽化に伴う経費の増大 
 農業集落排水処理施設の経年劣化により、処理施設としての機能が停止してしま
うことを防止するため、維持補修を行っているが、計画的な更新と改修が必要であ
る。 
 
・災害発生時の維持管理 
 多くの施設があることから、災害時において機能維持のためのノウハウや経験に
伴う瞬時の状況判断を行う必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・農業集落排水の長寿命化  
 農業集落排水処理施設においては、建設から長時間経過した処理施設があり、老
朽化が進行していることから、大規模災害時にその機能を損なうことのないよう
に、施設の長寿命化の方針を示した最適化整備構想の更なる拡充と見直し、老朽化
した施設の計画的な更新と改修に努め、長寿命化を図る。 
 
・維持管理 
 農業集落排水処理施設の適切な維持管理を行うとともに、大規模災害時にも長時
間にわたり機能不全にならないような電源確保等の計画の策定を行う。 
 
・人材育成と技術継承 
 農業集落排水事業に関して、市民のインフラとして重要な施設であり、各施設ご
とに処理方式等に違いがあるため、維持管理業者のみならず、事業に携わる市職員
の技術の継承と状況の把握が必要なため、更なるマニュアルの整備を行い、災害時
にも安定した運営を行えるようにする。 
 

主な個別事業 担当所属 

維持管理運営マニュアルの整備 下水道整備課 

施設状況の整備 下水道整備課  
 

■ 施策（４０）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

農業集落排水処理施設長寿命化計画改

修（機能強化事業） 
下水道整備課 

2 施設 

（R1 年度) 

7 施設 

（R12 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４１） 

№ ４１  重点化施策 

施策 安全・安心で円滑な道路環境整備の推進 

施策分野 都市基盤 担当部局 建設部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・災害時の交通ネットワークにおける交通機能及び拠点機能の確保 
交通ネットワークの基幹となる緊急輸送道路や重要物流道路、災害時の拠点施設

にアクセスする市道の拡幅が完了していない路線があり、災害時に緊急輸送道路や
重要物流道路が閉塞した場合、それを補完または代替する路線が確保されていない。 
 
・道路の無電柱化 
 緊急輸送道路や市街化区域内の重要な道路について、道路区域もしくは沿線へ電
柱が建柱されているため、災害時の電柱倒壊により道路が閉塞する恐れがある。 
 
・災害時の避難路の確保 
 避難所までの避難路として、利用が想定される路線において十分な道路空間が確
保されていないため、避難路の確保が必要である。 
 

施策の推進
方針 

・災害時の交通ネットワークにおける交通機能及び拠点機能の確保 
 アクセスする拠点施設の重要度などから整備する路線の優先度を決定し、計画的
に整備を行い災害時に交通機能が停止しないようネットワーク形成を図る。また、
市街化区域内の重要な路線が、緊急輸送道路として一部未指定のため、指定に向け
た検討を行う。 
 
・道路の無電柱化 
 群馬県無電柱化推進計画に基づき、緊急輸送路のなかでも特に重要な施設へのア
クセス道路や新規の道路整備に併せて無電柱化が可能な路線を優先して、関係機関
と無電柱化の方針について協議し効率的な無電柱化を図る。 
 また、無電柱化が必要な路線の再検討を行い、群馬県無電柱化推進計画の見直し
に合わせ更新を図る。 
 
・災害時の避難路の確保 
 避難所については小中学校などが主に指定されていることから、歩行者の利用が
多いと考えられる通学路について優先して歩道などの歩行空間を確保する。また、
災害による道路閉塞から早期に緊急車両の走行が可能となるよう、併せて車道部に
おいても拡幅整備を行う。 
 

主な個別事業 担当所属 

市道 11-712 号線ほか 1 路線（木瀬城南通線）Ⅱ期 道路建設課 

市道 20-3351 号線ほか 3 路線（宮城 3351 号線ほか） 東部建設事務所 

市道 00-182 号線（宮城 4 号線（北）） 東部建設事務所 

市道 05-660 号線 道路建設課 

（都）上新田前箱田線 市街地整備課 

（都）西部環状線 市街地整備課 
 
 
 

■ 施策（４１）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

幹線道路整備延長（累計） 

道路建設課 

東部建設事務所 

市街地整備課 

1.4ｋｍ 

（R5 年度） 

2.9km 

（R9 年度） 
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通学路の歩行空間整備延長 

道路建設課 

道路管理課 

東部建設事務所 

市街地整備課 

7.4km 

（R5 年度) 

10.1km 

（R9 年度) 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４２） 

№ ４２   

施策 林道の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 農政部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・林道法面の劣化による土砂災害、落石の発生  
 道路法面の崩壊等による土砂流出や落石が頻発していることから、法面の保護工
事、落石防護施設の設置を推進していく必要がある。 
 
・橋梁の老朽化 
 前橋市が管理する林道には９か所の林道橋があり、その多くは老朽化が進んでい
ることから、補修が必要な状況となっている。中でも木製橋梁は老朽化が著しく車
両通行止めを行っており、早期に対策を行う必要がある。 
 
・林道舗装面の劣化 
 林道舗装面の劣化による表層の破損、陥没、路肩崩壊が生じており、改修工事を
推進する必要がある。    
 舗装の損傷は、日常の通行に支障が無いようなものでも、豪雨時などに大きな災
害を生じさせるおそれがあるため、計画的な補修をする必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・損傷している法面の保護 
 救助・救急活動や緊急物資の輸送等を円滑かつ迅速に行うとともに、災害時の避
難路を確保するため、落石等危険箇所を特定し、法面の保護工事、落石防護施設の
設置を推進していく。 
 
・橋梁の長寿命化 
 橋梁ごとに策定した個別施設計画に基づき、定期的な点検と損傷の著しいものか
ら補修工事を行い、長寿命化を図ると共に木製橋梁については、更新を行い林道利
用者の利便性向上を図る。 
 
・林道舗装面の維持管理の強化 
 林道舗装面の損傷について、災害時の被災を最小限に抑えるため、計画的に補修
を行う。 
 

主な個別事業 担当所属 

地域森林計画の「林道の開設及び拡張に関する計画」に掲載され

ている路線のうち、林道専用道以外の路線整備 

農村整備課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４３） 

№ ４３  重点化施策 

施策 公共交通網の整備 

施策分野 都市基盤 担当部局 未来創造部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・鉄道設備の老朽化 
 市内の鉄道駅や上毛電鉄の各種設備は老朽化しており、駅舎の更新やレールや電
柱などの更新が必要である。大規模災害の発生により長期間、基幹交通が停止する
可能性がある。 
 
・運行状況の周知手段 
 公共交通の運行状況の周知手段は事業者のホームページ等、インターネットに依
存しており、大規模災害時にアクセス集中等により周知が滞り混乱する可能性があ
る。 
 
・バス事業のドライバー不足 
 大規模災害時に、通常路線のほか、新たな区間の旅客輸送を行う必要が生じた場
合に、ドライバー不足により、運行が困難な可能性がある。 
 

施策の推進
方針 

・駅舎改築、鉄道設備の更新 
 鉄道事業者が実施する駅舎整備や各種設備の更新に対して、必要に応じて負担金
や補助金を交付し、耐震化等を促進する。 
 
・駅前広場の整備 
 大規模災害時に人が滞留しやすい駅前広場の再整備を実施するとともに、あわせ
て情報発信ができる機能を検討する。 
 
・体制の整備 
 災害時の被害状況、安全点検を行うための人材の確保、運行の維持ができる体制
について、平時から整備されるよう各事業者へ要請に努める（貸切バスドライバー
の乗合バス運行など）。 
 
・資源(人・車両）の再配分 
 避難所の長期化など、新たな輸送対応が生じる場合は、可能な資源（人・車両）
を必要な施設間（避難所-入浴施設等）に再配分するよう事業者と調整を行う。 
 

主な個別事業 担当所属 

駅舎改築促進事業 交通政策課 

鉄道設備(レール・電柱等)更新促進事業 交通政策課 

駅前広場整備事業 交通政策課 



 

69 

 

■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４４） 

№ ４４   

施策 ため池の防災減災対策 

施策分野 都市基盤 担当部局 農政部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・ため池の耐震及び豪雨対策 
 地震等の災害によるため池の損壊を防止･軽減するため、耐震性を明らかにする
検証、豪雨に耐えられるかの検証を計画的に取り組む必要がある。また、ため池の
決壊に備え、地域住民の迅速な避難等が図られるようハザードマップの作成に取り
組む必要がある。 
 
・ため池の老朽化対策 
 市内のため池は明治以前に築造されたものが多く、堤体からの漏水や取水施設の
損傷等の老朽化が進行しているため、県と連携し、計画的に改修に取り組む必要が
ある。 
 
・災害時の対応について 
 災害発生時の初動において職員一人ひとりが速やかに参集を行うとともに、速や
かに担当ため池のパトロールができる体制を確立する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・ため池の耐震及び豪雨診断 
 地震等の災害によるため池の損壊を防止･軽減するため、市内に存在するため池
のうち「防災重点ため池」に位置付けた５５か所について、耐震性を明らかにする
検証、豪雨に耐えられるかの検証を計画的に取り組む。 
 
・ため池の老朽化対策 
 老朽化や耐震性等の堤体の安全性が危惧されるため池について、県と連携し計画
的に改修に取り組む。 
 
・災害時対応のマニュアル化 
 豪雨や地震時に速やかにため池のパトロールが実施できるよう、マニュアルを作
成する。また、職員が共通認識を持てるよう啓発し、速やかに初動体制が図られる
ようにする。 
 

主な個別事業 担当所属 

農村地域防災減災事業 農村整備課 

農業水路等長寿命化・防災減災事業 農村整備課 
 

■ 施策（４４）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

防災重点ため池の耐震検証の進捗率 農村整備課 
58％（32/55） 

(R1 年度) 

100% 

(R7 年度) 

防災重点ため池の豪雨調査の進捗率 農村整備課 
7.3％（4/55） 

(R2 年度) 

100% 

(R７年度) 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４５） 

№ ４５   

施策 有害物質の拡散・流出防止対策 

施策分野 都市基盤 担当部局 消防局 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・有害物質等の流出防止対策 
 発災時における危険物施設等からの有害物質の拡散・流出による災害発生や環境
への悪影響を防止するための対策を進める必要がある。 
 
・水質汚濁の防止 
 災害発生時に工場から有害物質流出による水質汚濁防止のため、施設等の維持管
理を適正に行うよう指導するとともに、県や市の対応マニュアルに基づき、事故発
生時における関係機関との連絡体制の徹底を図る必要がある。 
 
・大気汚染の防止 
 発災時に工場からの有害物質漏洩による大気汚染を防止するため、法令に則った
施設の維持管理が求められており、その内容を広く啓発し、適正な維持管理を徹底
する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・有害物質等の流出防止対策の強化 
 （危険物）発災時、有害物質等の大規模拡散・流出等による災害発生や環境への
悪影響を防止するため、危険物施設等への定期的な立入検査を行い不備事項の改修
と保安体制の強化を進める。 
 （有害物質）市は、有害物質等による二次災害を防止するため有害物質等を取り
扱う施設の緊急立入検査、応急措置、関係機関への連絡、環境モニタリング等の対
策を行う。 
 
・有害物質の拡散・流出防止対策 
 災害による有害物質の河川流出防止のため、特定事業場等での適正な維持管理に
ついての周知啓発を行う。また、特定施設の設置者に対して、流出時に拡散防止措
置等への連携体制を構築する。 
 
・被災建物の解体作業に伴うアスベストの飛散防止マニュアルの周知 
 災害により倒壊した建物等から、アスベストが飛散するおそれがあるため、「石綿
飛散防止マニュアル」に基づく解体作業方法を広報活動等により広く周知する。ま
た、建築部署、労働基準監督署と協議し、アスベスト飛散の確認体制の構築を図る。 
 

主な個別事業 担当所属 

流出防止対策の強化 予防課 

環境モニタリングの実施 環境政策課 

有害物質流出時対応の整備 環境政策課 

特定粉じん排出等作業立入検査の実施 環境政策課 
 

■ 施策（４５）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

有害物質等流出防止対策実施率 

（当該年度に対策を要する施設数） 
予防課 

１００% 

（R1 年度 24 施

設） 

１００％ 

（R7 年度 4 施

設） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４６） 

№ ４６  重点化施策 

施策 地域農業の担い手の確保・育成 

施策分野 産業振興 担当部局 農政部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・地域農業の担い手の確保・育成 
 農業者の高齢化及び後継者不足により、農業を取り巻く環境は深刻な状況となっ
ている。そのため、農地の荒廃（耕作放棄地）化が進み、二次災害（火災や畦畔の
脆弱化による土砂の流出等）の発生が懸念されている。 
 今後は、新規就農者や認定農業者の確保及び企業参入の促進を図り、意欲と能力
のある次世代の農業の担い手を確保・育成することが必要である。 
 
・農業の担い手に対する農地集積・集約化 
 担い手の規模拡大への取組を支援するため、農地の集積・集約化を加速させる必
要がある。 
 
・森林の整備 
 林業の衰退により森林が荒廃し、森林の有する土砂災害等を防止する国土保全機
能や、洪水調節機能など多面にわたる公益的機能が低下している。 
 また、近年、大型化する台風の襲来や激化する梅雨前線等により、がけ崩れ、地
滑り、土石流などの土砂災害の発生が懸念される。 
 

施策の推進
方針 

・地域農業の担い手の確保・育成 
 農業経営の発展を積極的に図ろうとする認定農業者を確保するため、認定制度や
各種支援制度を周知するとともに、県やＪＡなどの関係機関と連携しながら人材育
成に努める。更に、地域の農業の重要な担い手である集落営農組織が組織間の作業
連携や合併などを行うことで継続的に営農できるような支援体制作りを進める。ま
た、令和５年１１月に発足した「まえばし農業研修者受入協議会」と連携し、就農
相談会や農業体験等の事業を実施することにより新規就農者の確保や企業参入を促
進する。 
 
・農業の担い手に対する農地集積・集約化 
 担い手の規模拡大への取組を支援するため、地域計画に基づき農地の集積・集約
化を加速させる。 
 
・森林の整備 
 森林が有する土砂災害等を防止する国土保全機能や、洪水調節機能など多面にわ
たる公益的機能を持続的に発揮させるため、更に森林整備を推進する。 
 また、前橋市森林整備計画に則り、適切な森林施業、森林内の路網の整備、保安
林制度の適切な運用、山地災害の防止、森林病害虫や野生鳥獣害の被害対策などの
森林の多面的機能の強化のため効率的な整備等の実施に努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

新規就農者支援事業 農業委員会事務局 

農業参入促進事業 農業委員会事務局 

農地集積・集約化促進事業 農業委員会事務局 

担い手支援事業 農政課 

美しい森林づくり基盤整備 農村整備課 

森林病害虫等防除事業 農村整備課 

ぐんま緑の県民基金事業 農村整備課 
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■ 施策（４６）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

新規就農者数（年間:雇用就農を含

む） 
農業委員会事務局 

35 人 

（R1 年度) 

47 人  

（Ｒ9 年度 ） 

担い手農家への農地集積率 農業委員会事務局 
33.89% 

（H30 年度) 

56.00%  

（Ｒ9 年度） 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４７） 

№ ４７   

施策 農業水利施設の老朽化対策 

施策分野 産業振興 担当部局 農政部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・施設の老朽化対策   
 河川に設置されている取水のための堰等は、建設後３０年を超えるものがほとん
どであり、老朽化が進行している。大規模災害時においても十分な機能が発揮でき
るよう、老朽化対策の実施により、施設を良好な状態に保持する必要がある。 
 
・農業用排水路の老朽化対策 
 土地改良事業などで整備された農業用排水路は、長い年月を経て土地の利用形態
の変化や道路整備などが進められたことにより、雨水排水の流入が増大しており、
近年の豪雨災害において道路排水等が農業用水路へ流入することによる溢水被害
が頻発している。 
 

施策の推進
方針 

・定期的な点検及び維持管理 
 農業用水の安定供給を確保するため、県が河川改修で造成した堰について、定期
的な点検を行うとともに、施設管理者と協議・調整のうえ、国の事業制度等を有効
に活用し、計画に基づき適切な保全対策を実施する。 
 
・農業用排水路の改修 
 農業用排水路を良好な状態に保持し、災害時においても十分な機能が発揮できる
よう、老朽化した水路の維持管理を強化するとともに、溢水による被害を低減させ
るため、農業用排水路の改修を行う。また、水路断面の増大により用水機能が損な
われてしまう農業用水路については、用排水の分離を推進していく。 
 

主な個別事業 担当所属 

農業水路等長寿命化・防災減災事業 農村整備課 

土地改良施設維持管理適正化事業 農村整備課 

小規模農村整備事業 農村整備課 
 

■ 施策（４７）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

堰の整備補修工事 農村整備課 
52％（25/48） 

(R1 年度) 

100% 

(R24 年度) 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４８） 

№ ４８   

施策 災害廃棄物処理対策の推進 

施策分野 都市基盤 担当部局 環境部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・災害廃棄物処理体制の整備  
 大規模災害発生時には、建物の浸水や倒壊等により一時的かつ大量に災害廃棄物
が発生することから、これらの災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するための
体制整備を図る必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・災害廃棄物処理に関する連携体制の強化 
 大量に発生した災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するため、災害廃棄物処
理に係る必要事項をまとめた災害廃棄物処 
 
 
 
 
 
 
 
理計画の実効性を高めるため、災害廃棄物処理に関する連携体制の強化を図る。 
  

主な個別事業 担当所属 

災害廃棄物処理に関する連携体制の強化 ごみ政策課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（４９） 

№ ４９   

施策 災害ボランティア受入体制の整備 

施策分野 教育・人づくり 担当部局 市民部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・災害ボランティア活動支援の整備 
 社会福祉協議会などの関係機関と連携し、災害ボランティアセンターが設置され
た場合に備え役割を再確認するとともに、運営方法等の共通認識を平時から図って
おく必要がある。 
 
・災害ボランティアの活動支援の強化 
 災害発生時においてボランティア活動が円滑に行われるよう、関係機関と連携し
ながら、環境整備に努める必要がある。 
 
・災害ボランティア受入体制の整備 
 災害ボランティアの人員が不足した場合、救援・復興が大幅に遅延するおそれが
ある。 
 

施策の推進
方針 

・災害ボランティア活動支援の整備 
 社会福祉協議会などの関係機関と連携し、前橋市災害ボランティアセンター設置
運営マニュアルに基づき対応するとともに、同ボランティアセンターが円滑に運営
できるよう支援を行う。また、平時から関係機関と有事を想定した情報連携や災害
支援研修に参加するなどして、情報収集と連携強化に努める。 
 
・災害ボランティア活動支援の強化 
 一般ボランティアの人員確保や専門ボランティアの確保に努める。 
 
・災害ボランティア受入体制の整備 
 災害発生直後から県内外からの多くのボランティアが、救援・復興において非常
に大きな役割を果たすことから、ボランティア活動が効果的に発揮されるよう、受
入体制を整える。 
 

主な個別事業 担当所属 

市民活動支援事業 市民協働課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（５０） 

№ ５０   

施策 民間事業者との連携 

施策分野 教育・人づくり 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・災害時支援の枠組みの充実 
 災害時応援協定や防災協力事業所登録制度に関しては、協定締結又は制度登録以
降、緊急連絡先の共有は行っているものの、民間事業者との情報交換や体制確認等
を実施する必要がある。支援・協力の内容や支援・協力にかかる手続を確認するた
め、民間事業者と連携した防災訓練を定期的に実施する必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・災害時支援の枠組みの充実 
 発災時において、民間事業者の支援・協力を幅広く受けられるよう、災害対応業
務の各分野（物資供給、物資輸送、資機材提供、施設提供、応急対策・復旧など）
で必要となる業務それぞれに関して、関係する民間事業者との協力体制（災害時応
援協定、防災協力事業所登録制度など）を構築し、防災分野における官民連携体制
の強化を図る。 
 また、協定や制度の実行性を確保するため、関係事業者との情報共有や防災訓練
実施などを行い、関係性維持のための機会づくりに努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

防災対策推進事業 防災危機管理課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（５１） 

№ ５１   

施策 地域コミュニティ機能の維持・発揮（農地・農業用施設の維持・保全） 

施策分野 産業振興 担当部局 農政部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・地域コミュニティ機能の維持・発揮 
 農業者の高齢化、後継者不足により、水路、ため池等の地域資源の保全活動が困
難となり、担い手農家への負担が増大している。そのため農業者を主体とする地域
の活動組織が取り組む農地、水路、ため池等の保全活動を推進し、多面的機能の維
持・発揮に向けた支援を進める必要がある。 
 
・地籍調査の推進 
 大規模災害時の住宅や道路等の基幹インフラの復旧・復興を迅速かつ円滑に実施
するためには、被災前の段階において、地籍図や地籍簿のデジタル化を進めて土地
境界等のデータを活用していく必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・地域コミュニティ力の強化（多面的機能支払交付金事業の推進） 
 農業者を主体とする地域の活動組織が取り組む農地周りや水路の草刈り・泥上げ
の農地維持活動、水路やため池等の軽微補修、水路の更新やため池の浚渫等の長寿
命化対策を通し、地域資源の保全活動を支援する。よって荒廃農地の発生防止と農
業用施設が被災した場合の早期復旧に向けた体制整備を図る。（比較的軽微なもの） 
 
・多面的組織の立上げ支援 
 新たに多面的機能支払交付金制度の事業に取組む意向がある組織には、随時、窓
口相談や地元説明会等に出向き、制度の概要や交付金額等の説明を行っている。ま
た立上げの支援としては、県及び県水土里保全協議会、県土地改良事業団体連合会
等と連携し、申請に必要な事業計画書や活動計画書、規約、図面の作成について支
援を行い、組織活動の充実を図る。 
 
・地籍調査の推進 
 大規模災害により被災した住宅や基幹インフラ等の復旧・復興を迅速かつ円滑に
実施するためには、地籍図や地籍簿の整備を進めて土地の境界等を明確にする必要
があり、国土調査法に基づく、地籍調査の地籍調査データのデジタル化に取組む。 
 

主な個別事業 担当所属 

多面的機能支払交付金 農村整備課 

国土調査等補完事業 農村整備課 
 

■ 施策（５１）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

多面的機能活動組織数 農村整備課 
２９組織 

（R2 年度) 

３２組織 

（R9 年度） 

国土調査事業第７次十箇年計画想定事

業量 
農村整備課 

182.31 ㎢ 

（R2 年度) 

189.31 ㎢ 

（R11 年度) 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（５２） 

№ ５２   

施策 地域コミュニティ力の強化 

施策分野 教育・人づくり 担当部局 市民部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・地域づくりの推進とコミュニティ力の醸成 
 住民自治組織や地域づくり活動等を通じた地域コミュニティ機能が無ければ、災
害発生時に最も重要な地域住民の自助・共助による地域防災力を低下させ、救援、
復興が大幅に遅れるおそれがある。 
 

施策の推進
方針 

・地域づくりの推進とコミュニティの醸成 
 地域内の連携を深めながら誰もが安全に安心して暮らせ、助け合いの仕組みづく
りが円滑に進むよう、日頃の様々な地域づくり活動等を通じたコミュニティの醸成
を図る。 
 

主な個別事業 担当所属 

地域づくり推進事業 市民協働課 
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■ 施策ごとの脆弱性評価及び施策の推進方針（５３） 

№ ５３  重点化施策 

施策 地域防災力の向上 

施策分野 教育・人づくり 担当部局 総務部 

脆弱性評価 
（現状及び
課題） 

・自主防災訓練の促進及び実施指導 
 災害に備えるために自主防災訓練等が広く行われているが、地域防災力の向上を
図るために自主防災組織の結成及び活動の促進を更に進める必要がある。また、防
災事業未実施の自主防災会や事業所、学校等に対する防災訓練の実施促進と事業定
着を図っていく。 
 
・自主防災訓練等の促進及び実施指導 
 地域や事業所における自主防災活動の低迷の原因の一つに、活動を牽引する人材
が不足していることも挙げられることから、自主防災活動の中心的な役割を担う防
災リーダーの育成に力を入れる必要がある。 
 

施策の推進
方針 

・自主防災組織の結成促進と活動の活性化 
 市民相互の助け合いの精神による自主的な防災活動の推進を図るため、自治会を
単位とした自主防災組織の結成を促進する。特に、自主防災組織未結成の地域や活
動が停滞している地域に対し、活動の活性化を積極的に働きかけ、自主防災活動の
地域間の格差が解消されるよう努める。また、避難行動要支援者に関する訓練の促
進を促す。 
 
・自主防災訓練等の促進及び実施指導 
 地域、事業所、学校等において定期的な防災訓練が行われるよう促すとともに、
訓練実施時には、防災アドバイザー等による訓練支援を積極的に行い、防災知識の
普及と基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟などを図る。 
 また、自主防災活動の中心となる防災リーダーの育成に向け、防災講演会や防災
士資格取得支援を行うとともに、防災リーダー等と連携した地域における防災啓発
事業の展開を検討する。 
 
・幅広い連携の促進 
 地域防災力を高めるためには、地域全体において、防災分野での連携体制が構築
されることが望ましいことから、地域、学校、民間事業者などの相互の連携を促す
仕組みづくりに努める。 
 

主な個別事業 担当所属 

自主防災会活動促進事業 防災危機管理課 
 

■ 施策（５３）の重要業績指標 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 目標値 

自主防災訓練経費補助事業実施実績 
防災危機管理

課 

102 件 

（Ｒ1 年度） 

110 件 

（Ｒ7 年度） 

自主防災会の活動率 
防災危機管理

課 

75％ 

（R5 年度） 

79％ 

（R9 年度） 

自主防災組織の避難行動要支援者関連

訓練の実施回数 

防災危機管理

課 

0 件 

（R5 年度未実施） 

30 件 

（R9 年度） 
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■施策一覧 

№ 重点化 施策分野 施策名 担当部局 頁 

１  ４都市基盤 住宅・建築物等の耐震化 都市計画部 Ｐ２３ 

２  ４都市基盤 被災建築物・被災宅地の応急危険

度判定体制の整備 

都市計画部 Ｐ２５ 

３  ４都市基盤 避難路等の整備 都市計画部 Ｐ２６ 

４ 〇 ４都市基盤 空き家対策 都市計画部 Ｐ２７ 

５ 〇 ４都市基盤 都市基盤整備の推進と都市機能施

設の誘導 

都市計画部 Ｐ２８ 

６  ４都市基盤 公園・緑地、広場等の整備 建設部 Ｐ２９ 

７  ４都市基盤 道路施設、公園施設、公営住宅の

長寿命化 

建設部 Ｐ３０ 

８ 〇 １教育・人づくり 火災予防対策の推進 消防局 Ｐ３１ 

９  ４都市基盤 水害予防対策の推進 総務部 Ｐ３２ 

１０  ４都市基盤 河川管理施設の長寿命化（準用河

川） 

建設部 Ｐ３３ 

１１  ４都市基盤 土砂等地盤災害予防対策の推進 総務部 Ｐ３４ 

１２  ４都市基盤 大雪時における除雪体制の確保 建設部 Ｐ３５ 

１３  ４都市基盤 緊急情報等の情報収集・発信体制

の確保 

総務部 Ｐ３６ 

１４ 〇 ４都市基盤 災害活動体制の整備 総務部 Ｐ３７ 

１５  ２健康・福祉 要配慮者対策 総務部・福祉

部・こども未

来部 

Ｐ３８ 

１６  ２健康・福祉 外国人対策 文化スポーツ

観光部 

Ｐ３９ 

１７ 〇 １教育・人づくり 防災啓発・防災教育の推進 総務部 Ｐ４０ 

１８ 〇 １教育・人づくり 防災訓練の充実 総務部 Ｐ４１ 

１９  ４都市基盤 防災備蓄の充実 総務部 Ｐ４２ 

２０  ４都市基盤 消防救急体制の充実・強化 消防局 Ｐ４３ 

２１ 〇 ４都市基盤 消防施設・装備の充実強化 消防局 Ｐ４４ 

２２ 〇 ４都市基盤 消防団の機能強化 消防局 Ｐ４５ 

２３ 〇 ２健康・福祉 社会福祉施設等の整備 福祉部 

こども未来部 

Ｐ４６ 

２４  ２健康・福祉 災害時医療体制の整備 健康部 Ｐ４７ 

２５  ２健康・福祉 福祉避難所運営体制の整備 福祉部 Ｐ４８ 

２６  ２健康・福祉 感染症等予防対策 健康部 Ｐ４９ 
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№ 重点化 施策分野 施策名 担当部局 頁 

２７  ４都市基盤 指定緊急避難場所・指定避難所等

の整備 

総務部 Ｐ５０ 

２８  ４都市基盤 教育施設の長寿命化対策 教育委員会事

務局 

Ｐ５１ 

２９ 〇 ４都市基盤 避難収容及び避難所運営体制の整

備 

総務部 Ｐ５２ 

３０ 〇 ４都市基盤 業務継続体制の確保 総務部 Ｐ５４ 

３１ 〇 ４都市基盤 市有施設の長寿命化対策 財務部 Ｐ５５ 

３２  ４都市基盤 大規模災害における広域連携 総務部 Ｐ５６ 

３３  ３産業振興 業務継続計画（民間事業者）の策

定促進 

産業経済部 Ｐ５７ 

３４  ３産業振興 農業生産基盤の整備 農政部 Ｐ５８ 

３５ 〇 ４都市基盤 再生可能エネルギーなど分散型電

源の導入促進 

環境部 Ｐ５９ 

３６ 〇 ４都市基盤 水道施設の老朽化対策 水道局 Ｐ６０ 

３７  ４都市基盤 事業継続計画（上水道）の整備 水道局 Ｐ６１ 

３８ 〇 ４都市基盤 汚水処理施設の老朽化対策 水道局 Ｐ６２ 

３９  ４都市基盤 事業継続計画（下水道）の整備 水道局 Ｐ６３ 

４０  ４都市基盤 農業集落排水施設の老朽化対策 下水道整備課 Ｐ６４ 

４１ 〇 ４都市基盤 安全・安心で円滑な道路環境整備

の推進 

建設部 Ｐ６５ 

４２  ４都市基盤 林道の整備 農政部 Ｐ６７ 

４３ 〇 ４都市基盤 公共交通網の整備 未来創造部 Ｐ６８ 

４４  ４都市基盤 ため池の防災減災対策 農政部 Ｐ６９ 

４５  ４都市基盤 有害物質の拡散・流出防止対策 消防局 Ｐ７０ 

４６ 〇 ３産業振興 地域農業の担い手の確保・育成 農政部 Ｐ７１ 

４７  ３産業振興 農業水利施設の老朽化対策 農政部 Ｐ７３ 

４８  ４都市基盤 災害廃棄物処理対策の推進 環境部 Ｐ７４ 

４９  １教育・人づくり 災害ボランティア受入体制の整備 市民部 Ｐ７５ 

５０  １教育・人づくり 民間事業者との連携 総務部 Ｐ７６ 

５１  ３産業振興 地域コミュニティ機能の維持・発

揮（農地・農業用施設の維持・保

全） 

農政部 Ｐ７７ 

５２  １教育・人づくり 地域コミュニティ力の強化 市民部 Ｐ７８ 

５３ 〇 １教育・人づくり 地域防災力の向上 総務部 Ｐ７９ 
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■ 重要業績指標一覧 

関
連
施
策 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 最終目標値 

１ 住宅の耐震化率 建築指導課 
77.8% 

(H30 年度末) 

95.0% 

(R7 年度末) 

２ 
被災建築物応急危険度判定コー

ディネーター登録者数 
建築指導課 

18 人 

(R1 年度） 

30 人 

(R7 年度) 

２ 
被災宅地応急危険度判定士登録

者数 
建築指導課 

126 人 

(R1 年度) 

160 人 

(R7 年度) 

４ 年間空き家解消実績数 建築住宅課 
106 件 

（R1 年度） 

150 件 

（ R7 年度） 

５ 
老朽住宅棟数率 

（文京町四丁目地区） 
区画整理課 

47.5% 

(R1 年度) 

29.9% 

(R9 年度) 

５ 
住宅の耐震化率 

（七次総重点事業地区内） 
区画整理課 

52.8% 

（Ｒ1 年度末） 

56.3％ 

（Ｒ8 年度末） 

６ 
都市計画区域における１人あた

りの都市公園面積 
公園緑地課 

11.9 ㎡/人 

（H30 年度） 

13.0 ㎡/人 

（R9 年度） 

７ 
公園施設の長寿命化計画に基づ

き更新・補修された割合 
公園管理事務所 

25.4％ 

（R4 年度末） 

100％ 

（R13 年度末） 

８ 
高齢者家庭等住宅用火災警報器

取付支援 
予防課 

100 件 

（R1 年度） 

50 件 

（R7 年度） 

１３ 
まちの安全ひろメールの登録件

数 
防災危機管理課 

16,200 件 

（Ｒ1 年度） 

20,000 件 

（Ｒ11 年度） 

１５ 

要配慮者利用施設における避難

確保計画作成済の割合（水防法

関係） 

防災危機管理課 
88％ 

（Ｒ1 年度） 

100％ 

（Ｒ7 年度） 

１５ 

要配慮者利用施設における避難

確保計画作成済の割合（土砂災

害防止法関係） 

防災危機管理課 
100％ 

（Ｒ1 年度） 

100％ 

（Ｒ7 年度） 

１７ 
出前講座（防災関係）の年間実

施数 
防災危機管理課 

74 回 

（Ｒ1 年度） 

80 回 

（Ｒ7 年度） 

２２ 消防団員確保 消防局総務課 
1,073 人 

（Ｒ２年度） 

1,160 人 

（Ｒ11 年度） 

２６ 
麻しん・風しんワクチンの接種

率 
保健予防課 

第１期 98.4％ 

第２期 98.5％ 

（R1 年度) 

95.0％ 

（毎年度） 

２８ 学校トイレの洋式化率 教育施設課 
51％ 

（R2 年度） 

80％ 

（R10 年度） 

２９ 
避難所関連の庁内訓練・研修の

実施回数 
防災危機管理課 

4 回 

（R1 年度） 

6 回 

（R7 年度） 

２９ 
自主防災組織等主催の避難所関

連訓練の実施数 
防災危機管理課 

10 回 

（R1 年度） 

20 回 

（R7 年度） 

３１ 
市有施設予防保全工事の実施件

数（累計） 
資産経営課 

16 件 

（R２年度） 

28 件 

（R9 年度） 
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関

連

施

策 

指標名 担当所属 計画策定時現状値 最終目標値 

３４ ほ場整備面積（土地改良事業） 農村整備課 
11,181 ha 

（R2 年度） 

11,243 ha 

（R7 年度） 

３５ 
新エネ導入状況（地球温暖化防

止実行計画） 
環境政策課 

297,461kw 

（Ｒ1 年度） 

598,184kw 

（Ｒ12 年度） 

３６ 基幹管路の耐震適合率 水道整備課 
47.7％ 

（Ｒ1 年度） 

54.1％ 

（R7 年度） 

３８ 
緊急度・重要度の高い重要な幹

線の耐震化率 
下水道整備課 

71.9％ 

（R1 年度） 

90.1％ 

（R7 年度） 

３８ 
合併処理浄化槽汚水処理人口普

及率 

下水道整備課 

ごみ政策課 

12.6％ 

（R1 年度） 

16.8％ 

（R9 年度) 

４０ 
農業集落排水処理施設長寿命化

計画改修（機能強化事業） 
下水道整備課 

2 施設 

（R1 年度) 

7 施設 

（R12 年度） 

４１ 幹線道路整備延長（累計） 

道路建設課 

東部建設事務所 

市街地整備課 

1.4ｋｍ 

（R5 年度） 

2.9km 

（R9 年度） 

４１ 通学路の歩行空間整備延長 

道路建設課 

道路管理課 

東部建設事務所 

市街地整備課 

7.4km 

（R5 年度) 

10.1km 

（R9 年度) 

４４ 
防災重点ため池の耐震検証の進

捗率 
農村整備課 

58％（32/55） 

(R1 年度) 

100% 

(R7 年度) 

４４ 
防災重点ため池の豪雨調査の進

捗率 
農村整備課 

7.3％（4/55） 

(R2 年度) 

100% 

(R７年度) 

４５ 
有害物質等流出防止対策実施率 

(当該年度に対策を要する施設数) 
予防課 

100% 

（R1 年度 24 施設） 

100％ 

（R7 年度４施設） 

４６ 
新規就農者数（年間：雇用就農

を含む） 
農業委員会事務局 

35 人 

（R1 年度) 

47 人 

（Ｒ9 年度） 

４６ 担い手農家への農地集積率 農業委員会事務局 
33.89% 

（H30 年度) 

56.00％ 

（Ｒ9 年度） 

４７ 堰の整備補修工事 農村整備課 
52％（25/48） 

(R1 年度) 

100% 

(R24 年度) 

５１ 多面的機能活動組織数 農村整備課 
29 組織 

（R2 年度) 

32 組織 

（R9 年度） 

５１ 
国土調査事業第７次十箇年計画

想定事業量 
農村整備課 

182.31 ㎢ 

（R2 年度) 

189.31 ㎢ 

（R11 年度) 

５３ 
自主防災訓練経費補助事業実施

実績 
防災危機管理課 

102 件 

（Ｒ1 年度） 

110 件 

（Ｒ7 年度） 

５３ 自主防災会の活動率 防災危機管理課 
75％ 

（R5 年度） 

79％ 

（R9 年度） 

５３ 
自主防災組織の避難行動要支援

者関連訓練の実施回数 
防災危機管理課 

0 件 

（R5 年度未実施） 

30 件 

（R9 年度） 
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■ 完了した重要業績指標一覧 

関連
施策 

指標名 担当所属 最終達成値 完了年度 

４２ 橋梁（林道）点検の実施率 農村整備課 100％ R2 年度 

４４ 
防災重点ため池のハザードマッ

プ作成の進捗率 
農村整備課 100％ R2 年度 

７ 橋梁（市道）の計画対象数 道路建設課 
全橋梁へ 

（1300 橋） 
R4 年度 

７ 
道路施設個別長寿命化修繕計画

数 
道路建設課 

全体計画へ 

（4 計画） 
R4 年度 

２１ 
特定建築物耐震化目標（消防

局・消防署） 
建築指導課 

9１% 

（R1 年度） 

100% 

（R6 年度） 

４０ 
農業集落排水処理施設前橋地区

最適化整備構想支援業務 
下水道整備課 

15 施設 

（R1 年度) 

19 施設 

（R6 年度) 

４１ 
群馬県無電柱化推進計画にお

ける市道の無電柱化着手率 
道路建設課 

25.0% 

（R1 年度) 

40.0％ 

（R6 年度) 

 

■ 廃止又は変更した重要業績指標一覧 

関連
施策 

指標名 担当所属 最終達成値 廃止年度 

１３ 

高齢者避難情報コールサービス

登録件数 
防災危機管理課 ― 

500 件 

（Ｒ6 年度） 

廃止理由 
高齢者にもスマートフォンが普及し、アプリ等による情報取得の方法が進むなど

社会情勢が変化したため 

５３ 

自主防災会の組織数 防災危機管理課 
238 団体 

（Ｒ1 年度） 

272 団体 

（Ｒ6 年度） 

廃止理由 当該指標を廃止し、自主防災会の活動率に指標を改めるため 

 


